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第１章 業務運営評価のための報告

Ⅰ はじめに

この報告書は、国土交通省所管独立行政法人の業務実績評価に関する基本方針（平成 14 年 2 月 1

日国土交通省独立行政法人評価委員会決定、平成 15 年 3 月 18 日、平成 16 年 2 月 23 日、平成 18

年 3 月 9 日同委員会改定、平成 19 年度 3 月 13 日同委員会判断基準に係る指針）に基づき､独立行

政法人航海訓練所の平成 22 事業年度の業務運営評価のために提出する｡

なお、上記基本方針を踏まえ､中期目標等において中期目標期間における項目の目標が具体的数値

（目標値）により設定されている場合とそれ以外の場合について、概ね次の形式で報告する｡

＜目標値が設定されている場合＞

① 年度計画における目標設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況を含む。）

③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

＜上記以外の場合＞

① 年度計画における目標設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況を含む。）

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

（中期目標 大項目－中項目－小項目「タイトル」）
・ ・ ・ ・

（中期計画 大項目－中項目－小項目「タイトル」）
・ ・ ・ ・

（年度計画における目標値 大項目－中項目－小項目「タイトル」）
・ ・ ・ ・

（中期目標 大項目－中項目－小項目「タイトル」）
・ ・ ・ ・

（中期計画 大項目－中項目－小項目「タイトル」）
・ ・ ・ ・

（年度計画における目標値 大項目－中項目－小項目「タイトル」）
・ ・ ・ ・
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Ⅱ 業務運営に関する報告

１．中期目標の期間

平成 23 年 4 月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日までの 5 年間

２．業務運営の効率化に関する事項

① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組み及び今後中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

（中期目標 ２－（１）「組織運営の効率化の推進」）

組織運営の効率化を推進するに当たっては、内航用練習船を導入することにより、航海訓練の

あり方を全般的に見直すとともに、適切な航海訓練体制の整備及び要員の縮減等を進め、より効

率的な組織運営体制を確立する。

（中期計画 １－（１）「組織運営の効率化の推進」）

「独立行政法人の事務・事業見直しの基本方針」、総務省の「独立行政法人航海訓練所の主要

な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性」及び国土交通省成長戦略を踏まえ、船員の確保・

育成のための基盤整備を図るとともに、より効率的な組織体制を確立する。

内航海運業界から要請の強い内航用練習船を導入することにより、座学教育を担う船員教育機

関 15 校（以下「船員教育機関」という。）等から委託された学生・生徒（以下「実習生」という。）

に対する航海訓練のあり方を全般的に見直すとともに、要員の縮減等を含む適切な航海訓練体制

を整備する。

（年度計画における目標 １－（１）「組織運営の効率化の推進」）

内航用練習船就航後における、船員教育機関 15 校（商船系大学 2 校、商船系高等専門学校 5

校並びに独立行政法人海技教育機構の海上技術学校等 8 校、以下「船員教育機関」という。）等

から委託される学生・生徒（以下「実習生」という。）に対する航海訓練を全般的に検証する。

また、内航船員養成に特化する内航用練習船と他の練習船との訓練分担を踏まえ、内航用練習船

による航海訓練を整理するとともに、航海訓練業務の合理化により、他の練習船よりも少ない要

員計画を策定する。

平成 26 年度より、帆船練習船 2 隻、大型練習船 2 隻に、新たに内航用練習船 1 隻を加えた練習

船体 5 隻体制とする整備計画を策定し、効率的な組織運営に資することを目標として設定した。

また、「内航用練習船建造仕様書」に基づき、内航用練習船の建造に着手することを目標として

設定した。

現大成丸（5,886 トン）の代船として小型化した内航用練習船（3,400 トン程度）の建造に着手

するとともに、導入に当たり航海訓練のあり方等について次のとおり取り組んだ。

① 内航用練習船の導入に向け、各練習船における実習内容や航海規模など、航海訓練を全般的に

検証した。
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

① 年度計画における目標値設定の考え方

② 船舶運航基礎の確実な習得を目指して昨年度策定した「内航船員養成教育訓練プログラム」の

試行・検証状況について、訓練実態を視察する機会を設けた。

③ 主な訓練海域を内海等の狭水道や浅水域とした内航用練習船と他の練習船との訓練の役割分担

④ 内航用練習船導入による航海訓練体制の整備

⑤ 内航用練習船を小型化することにより、他の練習船よりも少ない要員計画を策定

資料 1：内航用練習船の要員計画

○ 燃料消費をより抑制するとともに、適正な航海訓練規模を構築し、効率的な組織運営を図った。

（中期目標 ２－（２）「人材の活用の推進」）

船員教育の質の向上や効率的な教育の実施を図るために、座学を行う船員教育機関 15 校（商船

系大学 2 校、商船系高等専門学校 5 校並びに独立行政法人海技教育機構の海上技術学校等 8 校)

及び海運会社との人事交流を積極的に推進する。

また、組織の一層の活性化を図るために、海事関連行政機関等とも人事交流を推進するととも

に、必要な要員を安定的に確保できるよう、採用ルートの拡大を検討する。

（中期計画 １－（２）「人材の活用の推進」）

航海訓練実施のため必要な役職員を確保するとともに、船員教育機関、海運会社等との連携強

化による教育訓練の質の向上とその効率的な実施及び海事関連行政機関の知見活用による組織の

一層の活性化を図るため、これらの機関等との人事交流の推進を図る。

また、職員採用について、必要な要員を安定的に確保するため関係機関等との連携強化を図り、

採用ルートの拡大に努める。

（年度計画における目標値 １－（２）「人材の活用の推進」）

船員教育機関、海運会社、海事関連行政機関等と期間中に 40 名程度の人事交流を実施する。

また、職員採用について、内航海運、外航海運等からの採用ルートの拡大に引き続き勤める。

人事交流の員数については、各年度において平均的な交流員数となるよう、中期計画に掲げた

200 名の 5 分の 1 を目標に設定した。



- 4 -

② 実績値（当該項目に関する取組み状況も含む。）

③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

① 国土交通省、教育研究機関、地方公共団体及び民間船社等と 71 名の人事交流を行い、連携の

強化及び海事関連行政機関の知見活用に努めた。

民間船社から 14名の教官派遣を受け、外航海運の実態及び運航形態等に関する知見を活用し、

航海訓練の充実を図りました。また、社船実習の充実を図るため、外航船社で活用できる教育

訓練手法及び運航技術について派遣職員に教授した。

② 機関士や調理師の採用が難しい情勢の中、教官不足の解消及び訓練の質の低下を防ぐため、下

記のとおり職員の採用ルートの拡大に引き続き取り組んだ。

(ｱ) 水産系（東京海洋大学海洋科学部及び水産大学校）からの教官採用

(ｲ) 三級海技士免状を所有する部員の内部登用制度の開始

(ｳ) 募集エリアを拡大した水産高校や調理師学校等からの部員採用

資料 2：平成 24 年度人事交流実績

（中期目標 ２－（３）「業務運営の効率化の推進」）

内航用練習船の導入等による管理部門の簡素化、アウトソーシングの活用及び「独立行政法人

の契約状況の点検・見直しについて」に基づき設置した契約監視委員会による契約の適正化など

により、一般管理費及び業務経費を節減し、業務運営の効率化を図る。

業務運営の効率化を図るとともに、一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）については、経費節減の余地がないか自己評価

を厳格に行った上で、適切な見直しを行い、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度

の当該経費相当分に 5 を乗じた額。）を 6％程度抑制することとする。

また、業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減

する経費を除く。）について、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当

分に 5 を乗じた額。）を 2％程度抑制することとする。

（中期計画 １－（３）「業務運営の効率化の推進」）

内航用練習船の導入等による管理部門の簡素化、アウトソーシングの活用、及び「独立行政法

人の契約状況の点検・見直しについて」に基づき設置した契約監視委員会による契約の適正化等

により、一般管理費及び業務運営費等の経費を削減し、業務運営の効率化を図る。

① 一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する

経費を除く。）について、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直し

を行い、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に 5 を乗じた額。）

を 6％程度抑制する。
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① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況も含む。）

また、業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増

減する経費を除く。）について、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費

相当分に 5 を乗じた額。）を 2％程度抑制する。

② 業務のアウトソーシング

海運業界をはじめとする関係団体等からの講師派遣による関連業界の現状の講話等、民間の

知見を活用した航海訓練業務の充実を図るほか、海事英語訓練の一部を外部委託し、民間開放

を継続する。

③ 航海訓練のあり方を全般的に見直すことと併せ、航海訓練業務の効率化を図る。

（年度計画における目標値 １－（３）「業務運営の効率化の推進」）

① 一般管理費（それぞれ人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により

増減する経費を除く。）について、平成 24 年度予算(対前年度比 3％減)を抑制する。

② 業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経

費を除く。）について、平成 24 年度予算(対前年度比 1％減)を抑制する。

③ 海運会社、関連団体等から講師派遣を受けた海運業界の現状に係る講話、海事英語訓練の一部

を外部委託する等の民間の知見を活用した航海訓練業務の充実を図り、民間開放を継続して実

施する。

④ 社会状況等に応じた航海訓練のあり方を見直し、管理部門の簡素化、契約監視委員会による契

約の適正化等を進め、業界ニーズを反映した航海訓練業務を効率的に実施する。

① 一般管理費及び業務経費について、中期計画目標値を達成するため、期間中にそれぞれ 6％程

度及び 2％程度の抑制を図ることを目標に設定した。

② 民間の知見を活用した航海訓練業務の充実を図り、引き続き民間開放を推進することを目標に

設定した。

③ 内航用練習船の導入を受けて、航海訓練業務の効率化を検討することを目標に設定した。

① 一般管理費について、競争入札の徹底や光熱水料等の節減を続けてきた結果、対前年度比約 6％

（2,801 千円）抑制した。

② 業務経費について、システムのクラウド化と港湾諸経費の節減を実施した結果、対前年度比約

3％（6,339 千円）抑制した。

③ 民間の知見を活用した航海訓練業務の充実を図るため、以下の取組を行った。

(ｱ) 海運業界の現状に係る講話

海運業界等からの講師派遣による寄附講座「海運ガイダンス」を 3 回、特別講義を 6 回実施

した。

(ｲ) 民間の知見を活用した海事英語訓練の実施

④ 航海訓練業務を効率的に行うため、以下の取組を実施した。

(ｱ) 燃料油高騰等、社会状況の変動に対応するため、「航海訓練のあり方」を検討するワーキン

ググループを立ち上げ、航海訓練規模等について検討を開始した。
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③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

(ｲ) バラスト操作実習、模擬操練等、各船統一した実習方法の確立を図った。

(ｳ) 契約の適正化を進めるため、経費の削減及び業務の効率化のため年度契約や単価契約を取り

入れた。

資料 3：航海訓練のあり方についての検討

○ 引き続く船舶燃料油の価格高騰により、練習船の運航経費が予想を大きく上回り、船舶の安全

性の担保と航海訓練の質の維持に直接的に影響する中、練習船では減速運転等効率的な運航対策

を講じた。

○海運ガイダンスには、海運業界等から 9 社が参加した。
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３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組み及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

（中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

独立行政法人航海訓練所法（平成 11 年法律第 213 号）第 11 条第 1 号に基づき、対象となる学

生、生徒等（以下「実習生」という。）に対する航海訓練を実施する。

航海訓練の実施に際しては、国際条約の改正等に的確に対応し、船員教育機関及び海運業界と連

携して国の政策に沿って必要とされる訓練を安全かつ効果的・効率的に行うとともに、職員研修及

び自己評価体制を充実させること等により、訓練全般の質的向上を図る。

（中期計画 ２－（１）「航海訓練の実施」）

独立行政法人航海訓練所法（平成 11 年法律第 213 号）第 11 条第 1 号に基づき、対象となる学

生、生徒等（以下「実習生」という。）に対し、海運業界のニーズを反映した安全で質の高い航海

訓練を実施する。併せて、職員研修及び自己評価体制を充実させること等により、訓練全般の質的

向上を図る。

（年度計画における目標 ２－（１）「航海訓練の実施」）

航海訓練及び船内生活を通じて、新人船員に要求される資質、知識及び技能等のシーマンシップ

が身に付いた人材を育成するとともに、内航または外航海運業界から求められるニーズを踏まえ

た、安全かつ実践的な航海訓練の強化・充実を図るため、以下の（ａ）～（ｊ）に掲げる取組を実

施する。

各船員教育機関からの実習委託を受け、前年度に策定した実習生配乗計画に基づき実習生を各練

習船に配乗し、航海訓練課程及び指導要領に従って、安全で質の高い航海訓練を実施することとし

た。

○ 独立行政法人航海訓練所法第 11 条第 1 号

商船に関する学部を置く国立大学、商船に関する学科を置く国立高等専門学校及び独立行政法

人海技教育機構の学生及び生徒その他これらに準ずる者として国土交通大臣が指定する者に対

し、航海訓練を行うこと。
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（１）航海訓練に関する業務の実施対象と目的

航海訓練に関する業務は、上記大学、高等専門学校及び海技教育機構等の学生または生徒等に

対し、船舶運航に必要な知識及び技能を習得させることを目的としている。

(ｱ) 商船系大学

・東京海洋大学 海洋工学部 海事システム工学科 航海システムコース

海洋工学部 海洋電子機械工学科 機関システム工学コース

・神戸大学 海事科学部 海事技術マネジメント学科

海事科学部 海洋ロジスティクス科学科

海事科学部 マリンエンジニアリング学科

(ｲ) 商船系高等専門学校

・富山高等専門学校 商船学科 航海コース及び機関コース

・鳥羽商船高等専門学校 商船学科 航海コース及び機関コース

・弓削商船高等専門学校 商船学科 航海コース及び機関コース

・広島商船高等専門学校 商船学科 航海コース及び機関コース

・大島商船高等専門学校 商船学科 航海コース及び機関コース

(ｳ) 海技大学校

・海技士教育科 海技専攻課程 海上技術コース （航海及び機関）

・海技士教育科 海技専攻課程 海上技術コース （航海専攻及び機関専攻）（注 1）

・海技士教育科 海技専攻課程 海上技術コース （航海専修及び機関専修）（注 2）

・海技士教育科 海技専攻課程 海技士コース （六級航海専修） （注 3）

（注 1）海上技術コース（航海専攻及び機関専攻）：

海運会社に雇用されている者（内定者を含む）であって、船員教育機関以外の大学、高等

専門学校若しくはこれらに準ずる学校を卒業した者またはこれと同等と認められる者を対

象に平成 17 年に新設され、平成 18 年度から練習船実習を開始。

（注 2）海上技術コース（航海専修及び機関専修）：

海上技術短期大学校の専修科を卒業した者を対象に平成 19 年に新設され、平成 20 年度よ

り練習船実習を開始。

（注 3）海技士コース（六級航海専修）：

内航海運事業者に雇用されている者（内定者を含む。）であって、船員教育機関以外の高

等学校を卒業した者またはこれと同等と認められる者を対象に、平成 19 年に新設され、同

年より練習船実習を開始。

(ｴ) 海上技術短期大学校及び海上技術学校

・海技士教育科 海技課程 専修科

・海技士教育科 海技課程 本科

・海技士教育科 海技課程 乗船実習科

・海技士教育科 海技課程 インターンシップコース（専修科及び本科）
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(ｵ) 上記学校等の学生及び生徒に準ずる者として国土交通大臣が指定する者

・（財）日本船員福利雇用促進センター（開発途上国船員養成事業を国から受託して実施する機

関）が委託する研修生

・航海訓練所とフィリピン国マリタイム・アカデミー・オブ・アジア・アンド・ザ・パシフィッ

ク（以下、「MAAP」という。）との間で航海訓練に係る協力関係に関する協定を締結し、これ

に基づき受け入れる留学生

（注 1）開発途上国船員養成事業は、STCW 条約に加盟している先進海運国の責務として求めら

れている事項に応えるために実施している事業。

（注 2）MAAP 留学生は、検討会報告（平成 19 年 3 月）を受けて平成 19 年度より新たに受け入

れを開始した。

（２）航海訓練と学校等における席上課程との関連

上記学校等は、船舶職員及び小型船舶操縦者法関係法令に基づき船舶職員養成施設として登録

し、当該登録の基準に基づく教育課程に船舶実習を組み込んでおり、その船舶実習は航海訓練所

で行うこととされている。すなわち、航海訓練所は、わが国の商船教育制度の下、学校等から一

元的に学生等を受入れ、練習船で航海訓練を行っている。

なお、開発途上国船員養成事業及び MAAP から受入れる留学生等は、開発途上国において STCW

条約を満足する上記船舶実習を円滑に行うことが難しい状況を踏まえて実施するものであり、航海

訓練所が実施する航海訓練の内容は、研修生・留学生が出身国で受けた船員教育課程に応じたもの

となっている。

（３）訓練期間

訓練期間は、船舶職員及び小型操縦者法関係法令に基づき、取得対象海技資格別に指定され、学

校等の卒業者に対する乗船履歴の特例を満足する最短期間である。

また、前記特例は、取得対象の海技資格に応じて船種（帆船、ディーゼル船若しくはタービン船）

別の乗船期間及び訓練海域を規定している。

なお、開発途上国の研修生に対する航海訓練所練習船における訓練期間は、開発途上国船員養成

事業のスキームの中で 3 月、MAAP からの留学生については、協定により 2 月と定められている。

（中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

（ａ） 三級海技士養成にあっては、日本人海技者に求められる外国人船員指揮監督能力の強化及び

安全・環境に係る管理能力の強化を目標とした訓練内容の充実・強化を図る。

また、これらについては、民間船社が実施する航海訓練との連携も踏まえて実施する。

（中期計画 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ａ） 三級海技士養成

三級海技士養成にあっては、日本人海技者に求められる外国人船員指揮監督能力の強化及び安

全・環境に係る管理能力の強化を目標とし、以下の訓練内容の充実・強化を図る。

・船舶運航及び船員に関する管理能力向上のための実務訓練
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① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組み及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

・実践的コミュニケーション能力を重視した海事英語訓練

・SOLAS 条約、ISPS コード、SMS 等、安全・環境に係る国際的動向に対応した訓練

（年度計画における目標 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ａ） 三級海技士養成

日本人海技者に求められている外国人船員指揮監督能力及び国際条約等に対応した安全・環境に

係る管理能力の強化するため、以下の取組を実施する。

社船実習制度に関して、海運会社との連携を強化することにより、練習船実習の指導内容の充実

を図る。また船員教育機関（三級海技士養成）との連携により、学生の海技士国家試験の合格率が

80％以上となることを目指す。

・船舶運航の基礎訓練を充実するとともに、ブリッジ・リソース・マネジメント（BRM）訓練、

電子海図情報表示システム（ECDIS）訓練、エンジンルーム・リソース・マネジメント（ERM）

訓練等のカリキュラムの改訂

・船舶運航における実践的コミュニケーションに重点をおいた海事英語訓練

・SOLAS 条約、ISPS コード等の国際条約に関する知識を高めるための訓練

（ａ） 三級海技士養成

・ 三級海技士養成にあっては引き続き日本人海技者に求められている外国人船員指揮監督能力の

強化及び国際条約等に対応した安全・環境に係る管理能力の強化を目標とした訓練内容の充実・

強化を行うこととした。

・ 社船実習に関して、練習船における効果的な実習展開及び実践的な訓練の充実を図るよう継続

的に検討することとした。

・ 実習効果の一つの指標として、海技士国家試験の合格率を設定した。

（ａ） 三級海技士養成

日本人海技者に求められている「外国人船員指揮監督能力」及び「国際条約等に対応した安全・

環境に係る管理能力」を強化するため、以下の取組を実施した。

資料 4：三級海技士の訓練概要

① 船舶運航の基礎訓練の充実及び国際条約に対応したカリキュラムの改訂

(ｱ) 日本人機関士の外国人指揮監督能力向上のため、外航船社からの出向職員の知見を活用し、

外航船舶における初級職員に求められるコミュニケーションに重点をおいた実習訓練を強化

した。

(ｲ) 単独航海当直時に適切な行動及び判断が出来るように、船橋当直において、状況に応じた適

切な見張り、確実かつ迅速な船位決定、レーダの適切な調整を身に付けさせた。

(ｳ )速力測定及び操縦性能測定、揚投錨操船実習に先立ち、事前に課題を与えることで、操船、

船体運動及び操縦性能等の基礎を習得させた。
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

(ｴ) 2017 年 1 月の完全十種に先駆け、BRM 訓練、ERM 訓練、ECDIS 訓練に関し、STCW 条約

マニラ改正に係るカリキュラムの改訂を行い、実習指導要領に反映した。（平成 25 年 10 月か

ら使用予定）

資料 5：BRM 訓練、ECDIS 訓練及び ERM 訓練に関する各船での訓練概要

② 海事英語訓練の実施

以下の実践的な取組を行うことにより、コミュニケーション能力の向上を図った。

(ｱ) 実践的な海事英語訓練

○ 航海当直、出入港作業、機関運転準備・終了作業等の場面における英語によるコミュニ

ケーション

○ 英語による船舶間通話（VHF）及び船舶交通情報サービス（VTS）を含む港務通信

○ テキスト「海の基礎英会話」及び海事英語自習教材「Videotel」を用いた海事関係の専門用

語の習得

○関係国際条約の最新英文資料の読解演習

(ｲ) 外部委託による海事英語訓練

外国人講師とのロールプレイによる実践的訓練の実施

③ 国際条約に関する知識を高める訓練

(ｱ) SOLAS 条約及び関連国内法を解説し、理解させた上で実習生に操練実施方案を立案させ、非

常時における自発的な行動と対応の理解を深めさせる模擬操練を実施した。

(ｲ) ISM コード及び関連法令に関する講義を行うとともに、実際の運航及び保守整備においては

安全管理(SMS)マニュアルに定めるチェックリストを用いて確認させ、安全管理の意識付けを

行った。

(ｳ) ISPS コードの概要と船舶保安に関する世界的な動静について解説し、理解を深めさせるとと

もに、不審物の探索を含む操練や外部訪問者の舷門におけるセキュリティチェックを体験さ

せ、理解を深めさせた。

④ その他

(ｱ) 社船実習との一貫性に対する取組

アンケート結果から、社船実習に進んだ者の意見及び要望等を抽出した。この中で、改善や

工夫を最も多く求められた VHF 取扱、機器解放等について、QSS マネジメントレビューで検

討を行い、練習船の実習訓練に反映させるとともに、実践的な訓練の充実を図った。

(ｲ) 海技士国家試験

当所作成の標準問題集を活用し、常に海技試験を意識して実習に取り組むよう指導するとと

もに、模擬口述試験を実施した。（合格率 商船系大学：98.9%、商船系高等専門学校：85.2%）

資料 6：平成 24 年度の国家試験結果
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① 年度計画における目標設定の考え方

（中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

（ｂ） 四級海技士養成にあっては、内航用練習船を活用して、若年船員の即戦力化、安全運航及び

環境保護に係る能力を強化できるよう、訓練を抜本的に見直し、実施する。

（中期計画 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｂ） 四級海技士養成

四級海技士養成にあっては、内航用練習船を活用して、若年船員の即戦力化、安全運航及び環

境保護に係る能力強化を目的として訓練を抜本的に見直し、訓練内容の充実を図る。具体的には、

他の練習船での訓練と適切に組み合わせた、新たな内航船員養成訓練プログラムを策定する。そ

のプログラムにおいて、以下の訓練内容の充実・強化を図る。

・内航船の常用する航路での当直業務、錨の揚げ下ろしを含む、出入港業務に係る訓練等

・単独で業務を担える能力を養成する訓練

・モーダルシフトを担う環境にやさしい大量輸送機関としての社会的な意義や役割に基づく

船員としての職業意識及び責任感・自立性の涵養の付与

これらの訓練の充実にあっては、内航船の現状（少数・高齢化等）を踏まえ就職後の環境順応

能力を高めるため、幅広い年齢層の練習船乗組員を活用する。

（年度計画における目標 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｂ） 四級海技士養成

若年船員の安全運航及び環境保護に係る能力の強化を推進した即戦力化を図るため、以下の取

組を実施する。

① 新たに策定した内航船員教育訓練プログラムを試行するとともに、船員教育機関等と連携した

作業部会を引き続き開催し、試行結果を基に同プログラムの見直しを行う。

また、船員教育機関等と連携した作業部会を開催して座学課程と一貫した訓練内容を検討する。

② 単独で航海当直や出入港時の機器が操作できる能力の強化を目指した訓練を行い、個々の能力

を向上させる指導要領を作成する。

③大成丸代船建造調査委員会の最終とりまとめにおいて示された海運業界が求める内航船員像を

踏まえ、職業意識及び責任感・自立性を身に付けさせる指導を行う。また船員教育機関（四級海

技士養成）との連携により、学生・生徒の海技士国家試験の合格率が 75%以上となることを目

指す。

（ｂ） 四級海技士養成

・安全運航に係る能力強化及び環境に係る管理能力の即戦力化を目標とし、継続して訓練内容の充

実・強化を図ることとした。

・実習生が船員としての職業意識及び責任感等を身に付けるよう指導の工夫を図ることとした。

・内航用練習船の導入を踏まえ、昨年度作成した「内航船員養成教育訓練プログラム」を試行し、

内航業界からの意見を参考に、同船や既存の練習船を活用した内航船員養成のための効果的・効

率的な訓練を検討することとした。
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② 当該年度における取組み及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

（ｂ） 四級海技士養成

若年船員の安全運航及び環境保護に係る能力強化と即戦力化を図るため、以下の取組を実施し

た。

資料 8：四級海技士養成の訓練概要

① 船舶運航基礎の確実な習得を目指した内航船員養成教育訓練プログラム（以下、内航プログラ

ムという）の試行・検証

内航船社から外部委員を招聘した作業部会を 3 回開催し、内航プログラムの試行状況及び意

見交換を行い、単独航海当直に必要な基礎知識・技能等の取得を目指した訓練の実施等、得ら

れた意見等を速やかに実習訓練の場に反映した。

資料 9：内航船員養成教育訓練プログラムの試行状況

② 航海・機関の専門知識・技能の深度化を図るため、以下の実践的訓練を積極的に行うとともに、

個々の能力を向上させる指導要領(案)を作成した。

(ｱ) 航海系

○ 確実な見張り、操縦、船位決定等の要素技術の習得訓練

○ 国際 VHF による他船等との送受信要領習得のための模擬通信実習

○ コミュニケーション能力及び避航操船技術等の向上を図るための、実船と操船シミュレー

タによる複合訓練、

○ 総合的な技能習得を目指した実習生主体当直または単独航海当直実習

○ 船体整備実習

○ 出入港、仮泊・抜錨に係る甲板機器操作の反復訓練

○ レーダ等の航海計器取扱実習

(ｲ) 機関系

○ 運転管理能力及び確実な操作技能の習得を目指したディーゼル機関やポンプ等の運転操作

反復訓練

○ 運転維持作業の習得及びコミュニケーション能力の向上を目指した実習生主体当直または

単独航海当直実習

○ 出入港、仮泊・抜錨に係る機関室補機操作の反復訓練

○ ディーゼル機関の点検、解放・組立整備実習

○ 搭載・検量等の実務経験による技能の習得を目指した荷役作業（補油）実習

③ 内航船員としての職業意識及び責任感・自立性を身に付けさせるため、次の訓練・指導を実施

した。

(ｱ) 内航船社の運航実態を理解させるため、夜間や早朝の仮泊・抜錨及び通峡を経験させ、職業

意識を身に付ける指導を行った。

(ｲ) 就職後の自分の立場や振る舞いについて、日常生活及び航海当直時にきめ細かい指導を行っ

た。

(ｳ) 就職する内航船の運航実態を理解し、環境順応能力を高めさせるため、年長の乗組員ととも

に停泊当直に入直させた。
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取り組み及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

（中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

（ｃ） その他の航海訓練の実施にあっては、海運業界をはじめとする関係団体等の要望に柔軟に対

応して訓練を実施し、それぞれに設定した訓練の目的を達成できるよう訓練内容の充実を図る。

（中期計画 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｃ） その他の航海訓練の実施

航海訓練の実施にあっては、海運業界をはじめとする関係団体等の要望に柔軟に対応して訓

練を実施し、それぞれに設定した訓練の目的を達成できるよう訓練内容の充実を図る。

（年度計画における目標 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｃ） その他の航海訓練の実施

六級海技士養成では、内航海運業界が要望する養成規模に応えつつ、短期間で航海当直能力

を付与・向上させるための訓練を実施する。

2 か月の六級海技士養成訓練では、早期に航海当直能力を身に付けさせる実践的な訓練が実施で

きるよう工夫した。

(ｴ) 船員として必要不可欠な船内規律、身だしなみ、規則正しい生活等について、積極的な指導

を行った。

④海技士国家試験

当所作成の標準問題集を活用するとともに、国家試験対策を意識した指導を行い、口述試

験に必要な基礎知識に関する講義、演習を行った。（合格率は 79.5％）

（ｃ）その他の航海訓練の実施

六級海技士養成では、船橋航海当直に関する能力を効果的に養成するために、四級海技士訓練

の主要訓練内容を厳選し、以下の訓練を実施した。

① 操船シミュレータを活用した、沿岸航海当直に必要な技術の習得訓練

(ｱ) 標準操舵号令の理解と操舵（保針）要領の理解

(ｲ) 衝突のおそれ（見合い関係、コンパス方位変化）についての理解

(ｳ) 避航操船（横切り、行会い）要領についての習得

(ｴ) 夜間航行での他船の把握等についての訓練

② 海図及び用具の取扱い並びにレーダによる船位決定法の習得訓練
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組み及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

（中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

（ｄ） 内航用練習船に係る訓練をはじめとする今後の航海訓練のあり方全般の見直しに対応して、

実習生が効果的・効率的に訓練できるよう配乗する。

（中期計画 ２－（１）「実習生の適正な配乗計画」）

（ｄ）船員教育機関の養成定員、各船員教育機関からの科別、学年別受入実績、社船実習制度におけ

る第三者委託及び外国人学生に対する訓練要請等を踏まえるとともに、その養成目的及び関係法

令の要件等に基づき、効果的・効率的な配乗を計画する。また、船員教育機関等の養成定員、受

託員数等の変更に応じて、実習生の受入計画及び配乗計画の見直しを検討する。

（年度計画における目標 ２－（１）「実習生の適正な配乗計画」）

（ｄ）船員教育機関等からの受託員数を踏まえ、当該年度の計画に基づき実習生を配乗する。また、

実習生の配乗計画について見直し・改善を図り、効果的・効率的な次年度の計画を策定する。

船員教育機関の養成定員の変更及び科別、学年別受入実績を踏まえ、平成 24 年度実習生受入計

画を立案し、各船員教育機関の養成目的及び関係法令の要件等を満たした平成 24 年度実習生配乗

計画を作成することとした。

知識試験及び技能試験により、実習生の到達レベルを確認するとともに、再指導等の徹底により、

全員の訓練課程の修了を目指すことを目標に設定した。

① 船員教育機関等からの委託員数の決定後に各船の配乗人数を調整し、可能な限り配乗の過密度

を緩和する等により、一層効果的な航海訓練が実施できるよう努めた。

② 船員教育機関からの科別、学年別の委託員数及び前年度配乗に係る見直し・改善点を踏まえ、

以下の事項を考慮し、平成 25 年度の効果的・効率的な受入計画を策定した。

(ｱ) 目指す海技資格が異なる実習生の同時配乗を避け、同じ海技資格の取得を目指す実習生を一

つの練習船に配乗

(ｲ) 高専の短期実習導入に伴う配乗パターンを検討し、配乗計画に反映

(ｳ) タービン船実習終了に伴う機関科（大学 2 年生）の配乗を計画に反映

資料 10：実習生配乗表（平成 23 年度及び平成 24 年度（予定））
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

○ 平成 24 年度は、練習船 5 隻で 1,945 名の学生等を受け入れ、四半期毎の最大受入人数に対する

乗船率は 87.4％であった。

乗船率とは、施設（練習船）の有効活用を示す数値として、四半期毎の最大受入人数に対する稼

働率の割合のことであり、次式で計算する。

乗船率＝（四半期毎の最大受入実習生の平均÷練習船実習生定員）×100

○ 平成 23 年度における乗船率は、85.1％であった。

○ 各船員教育機関の航海訓練の実施実績

資料 11：平成 24 年度実習生受入修了実績

１．大学及び高等専門学校の学生に対する航海訓練

三級海技士（航海）または三級海技士（機関）に求められる知識・技能の習得及び外航船舶

職員として求められる資質の涵養を目標として航海訓練を実施した。

12 月の訓練期間を通じ、資格取得に必要な乗船履歴を付与し、修了者に対しては修了証書

及び乗船実習証明書を発行した。

実習受入人数 ：大 学 延べ 1,613 人月 実習修了率(注)：100％

高等専門学校 延べ 2,070 人月 実習修了率(注)：99.4％

(注) 修了率=修了者数÷受入者数×100(％)

２．海技教育機構 海技大学校の学生に対する航海訓練

(ｱ) 海上技術コース（航海及び機関）の学生に対する航海訓練

海上技術学校本科卒業者に対する三級海技士（航海）または三級海技士（機関）に求めら

れる知識・技能の習得及び主に近代化、大型化する内航海運船舶職員として求められる資質

の涵養を目標として航海訓練を実施した。

当該コースにおける 9 月、及び海上技術学校本科在籍中における 3 月の計 12 月の訓練期

間を通じ、資格取得に必要な乗船履歴を付与し、修了者に対しては修了証書及び乗船実習証

明書を発行した。

実習受入人数 ： 延べ 171 人月 実習修了率 ： 100 ％

(ｲ) 海上技術コース（航海専攻及び機関専攻）の学生に対する航海訓練

海運会社に雇用（内定を含む）されている船員教育機関以外の大学、高等専門学校等を卒

業した者に対する三級海技士（航海）または三級海技士（機関）に求められる知識・技能の

習得及び外航船舶職員として求められる資質の涵養を目標として航海訓練を実施した。

6 月の訓練期間を通じ、資格取得に必要な 12 月の乗船履歴のうちの一部を付与した。

実習受入人数 ： 延べ 78 人月 実習修了率 ： 100 ％
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(ｳ) 海上技術コース（航海専修及び機関専修）の学生に対する航海訓練

海上技術短期大学校卒業者に対する三級海技士（航海）または三級海技士（機関）に求め

られる知識・技能の習得及び将来の船舶運航管理者として求められる基礎知識・技能の習得

を目的として航海訓練を実施した。

6 月の訓練期間を通じ、資格取得に必要な乗船履歴を付与した。

実習受入人数 ： 延べ 60 人月 実習修了率 ： 90 ％

(ｴ) 海技士コース（六級航海専修）の課程の学生に対する航海訓練

内航海運事業者に雇用（内定を含む）されている一般高等学校等を卒業した者を対象とし、

六級海技士（航海）に求められる船橋航海当直を担当する職員としての知識・技能の習得を

目標として航海訓練を実施した。

2 月の訓練期間を通じ、資格取得に必要な 8 月の乗船履歴のうちの一部を付与した。

実習受入人数 ： 延べ 40 人月 実習修了率 ： 100 ％

３．海技教育機構海上技術短期大学校の専修科学生及び海上技術学校の本科生徒に対する航海訓

練

(ｱ) 専修科学生及び本科生徒並びに乗船実習科生徒に対する航海訓練

四級海技士（航海）及び四級海技士（機関）の両方の海技資格取得に求められる知識・技

能の習得及び内航若年船員の即戦力化、安全運航に係る能力強化等を目標として航海訓練を

実施した。

9 月の訓練期間を通じ、資格取得に必要な乗船履歴を付与し、修了者に対しては修了証書

及び乗船実習証明書を発行した。

実習受入人数 ： 専修科 延べ 2,121 人月 実習修了率：100 ％

本 科 延べ 399 人月 実習修了率：100 ％

乗船実習科 延べ 468 人月 実習修了率：97.4 ％

○ 各船員教育機関等の船員養成スキーム等

１．大学：

平成 15 年 10 月各商船大学が他大学と統合の上、平成 16 年 4 月から国立大学法人に移行した。

平成 16 年度からは、大学の学制改革により、東京海洋大学海洋工学部及び神戸大学海事科学

部からの大学 1・2 年次の受入れ実習生数が大幅に増加した。

２．高等専門学校：

平成 16 年 4 月から独立行政法人高等専門学校機構に統合、各学校とも船員養成数に変更はな

い。一方、これまでの議論を踏まえ、短期実習導入に向けた計画の検討を開始した。



- 18 -

① 年度計画における目標設定の考え方

３．海技大学校：

平成 17 年度に一般大学、高専卒業者等を対象とした三級海技士養成課程の海技士教育科海技

専攻課程海上技術コース（航海専攻及び機関専攻）、また平成 19 年度には、専修科の卒業者を対

象とした三級海技士養成課程の海上技術コース（航海専修及び機関専修）及び一般高等学校卒業

者等を対象とした海技士コース（六級航海専修）が新設された。

４．海上技術短期大学校、海上技術学校：

専修科重点化策により、平成 19 年度から宮古海上技術学校は本科の募集を停止し、平成 20

年度から宮古海上技術短期大学校への移行に伴い専修科（定員 40 名）の募集を開始した。この

ことにより、当所への受け入れ人数が一時的に増加した。

インターンシップ課程（専修科）及び（本科）については、規程等の諸整備を行い、平成 16

年 4 月に初めてのインターンシップ課程（専修科）実習生を受け入れた。

（中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

（ｅ） 船員教育機関及び海運業界との連携により、知識・技能の習得のみならず、海運業者が求

める船員像に不可欠な資質の涵養を図るとともに、再指導等の徹底により、実習生全員の訓練

過程の修了を目指す。

（中期計画 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｅ） 訓練の達成目標

船員教育機関及び海運業界との連携により、海運業界が求める船員像に係る資質の涵養及びニ

ーズを反映した実習生の知識及び技能レベルの達成を図るとともに、全員の訓練過程の修了を

目指す。

（年度計画における目標 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｅ） 訓練の達成目標

以下の訓練に重点を置き、全員の訓練課程の修了を目指す。

① 海運業界が求める船員像に係る資質の涵養

② 国際条約等に基づく知識及び技能レベルの習得

内航・外航海運業界との意見交換を積極的に行い、そこから抽出した新人船員に求めるニーズを

踏まえ、実習訓練の立案を行った。
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② 当該年度における取組み及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

① 海運業界が新人船員に求めるニーズに応えるための取組

(ｱ) 生活指導等について、段階的に目標を設定することで、責任感、積極性、協調性、コミュニ

ケーション能力等の資質の涵養を図った。

(ｲ) KY 活動、ヒヤリハット報告、安全管理マニュアル（SMS）の活用等により、安全意識を高

めた。

(ｳ) 小艇実習や帆船訓練、保守整備実習等では、実習生に作業責任者を命じることによりリーダ

ーシップを養った。

② 国際条約に関する知識を高める訓練

STCW 条約に対応したカリキュラムに基づく訓練項目について、評価の容易な比較や公平性の

観点から GPA 制度による評価を行い、三級海技士養成 271 名、四級海技士養成 314 名に修了証

書を発給した。

* GPA 制度：Grade Point Average 制度

国際的にも通用する評価制度として、国内の大学でも用いられている方法で、各成績評価

段階に 0～5 の評点（Grade Point）を付与して、単位実習時間当たりの評点平均値（Grade

Point Average）を算出する方法。

資料 11：平成 24 年度実習生受入修了実績

平成 24 年度末現在の練習船実習の実習生修了率は 99.7％と高く、船員教育機関の学生・生徒の

海技従事者国家試験の高い合格率に貢献した。

中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

（ｆ） 社会環境の変化、運航技術の革新に合わせた航海訓練が実施可能となるよう、運航設備・訓

練設備等の整備を実施する。

（中期計画 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｆ）運航設備・訓練設備等の整備

① 練習船の安全運航の確保、環境保護の強化等に対応するため、練習船の保守整備、機器更新、

老朽化対策等及び SOLAS 条約において義務付けられる機器整備を実施する。

ア 日本丸大規模修繕

イ 環境保護対策設備改修

ウ レーダ更新

エ 無線・情報通信設備更新

オ 船橋当直者警報装置の整備
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① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組み及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

② 改正 STCW 条約マニラ改正によって強制化される訓練、すなわち、電子海図取扱訓練、船橋及

び機関室内の資源管理に係る訓練を、効率的・効果的に実施するため、電子海図訓練装置、操船

シミュレータ、エンジンシミュレータ等の訓練機材の導入を図る。

③ 社会環境の変化及び運航技術の革新に合わせた航海訓練が可能となるよう、運航設備・訓練設

備等の更新準備を計画的に実施する。

④ 操船シミュレータ訓練及びエンジンルームシミュレータ訓練の実施にあたっては、同訓練に携

わるインストラクタの養成及び訓練プログラムの充実を図り、航海訓練の質の向上を図る。

（年度計画における目標 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｆ）運航設備・訓練設備等の整備

① 練習船の安全運航の確保及び環境保護、国際条約への対応のため、以下の所要の工事を実施す

る。

(ｱ) 日本丸大規模修繕の一部

(ｲ) 国際条約で新たに義務づけられた船橋当直者警報装置の新設

(ｳ) レーダ等機器更新

② 操船シミュレータ、エンジンルームシミュレータの訓練機材の仕様を引き続き検討する。

③ 内航用練習船に搭載する運航設備、訓練設備・機材等について、社会環境の変化及び運航技術

の革新に合わせて選定する。

④ シミュレータ訓練について、訓練プログラムの充実と職員間における共有化とともに、4 名程

度のインストラクタの継続的な養成を図る。

⑤ 船舶運航の安全、環境保護、船員の資格等に関する国際条約の内容を取り入れた教科参考資料

等を引き続き作成する。

社会環境の変化、運航技術の革新及び国際条約の改正に伴う練習船の安全運航の確保、環境保

護の強化等に対応するため、練習船の保守整備を進めるとともに、ECDIS 訓練装置、操船シミュ

レータ及びエンジンルームシミュレータの効果的・効率的な運用を確立し、インストラクタの養

成及び訓練プログラムの充実を推進することとした。

① 練習船の安全運航の確保及び環境保護への対応を維持するため、所属練習船 5 隻の法定検査を

実施するとともに、以下の所要の工事を実施した。

(ｱ) 日本丸の大規模修繕の一部

○ 補助ボイラ及び廃油焼却炉更新

○ シュラウド及びステイワイヤ更新

(ｲ) 国際条約で義務付けられた船橋当直者警報装置の新設

大成丸、銀河丸及び青雲丸に設置

＊船橋当直者警報装置

居眠り等による海難防止のために船橋に設置された警報装置
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③ その他適切な評価をする上で参考となり得る情報

(ｳ) レーダ等機器更新

青雲丸のレーダを更新

②(ｱ) 操船シミュレータについて、資料・情報収集、施設見学等を行い、次年度における具体的な

仕様検討を行うための準備を行った

(ｲ) エンジンルームシミュレータについて、多人数訓練に適した規模となるよう訓練機材の情報

収集を行うとともに、仕様の検討を開始した。

③ 内航用練習船に搭載する運航設備、訓練設備・機材等について、社会環境の変化及び運航技術

の革新に合わせて選定した。

(ｱ) 運航設備に関しては、環境保護及びスペースの確保を考慮して、計器類、LED 灯具等、内

航船で一般的に使用されている設備を選定

(ｲ) 訓練設備等に関しては、少人数グループによる基礎的な反復訓練を考慮し、教室 AV システ

ム、LAN システム、機関系実習装置等を選定

(ｳ) 業界の要望に応え、実船でのバラスト調整及び実習が可能なバラストシステムを導入

④ シミュレータ訓練を、以下の取組により推進した。

(ｱ) 操船シミュレータのインストラクタ用訓練プログラムを作成し、航海科教官による共有化を

図った。

(ｲ) 各船で実施している実習の方法及び手法等、各船統一した実習方法の確立を図った。

(ｳ) 海技大学校との人事交流により継続的な養成（1 名）を図るとともに、船内研修による若手

航海士の育成を行った。

(ｴ) 大成丸のオンボード操船シミュレータを活用し、4 名のインストラクタを養成した。

⑤ 国際条約の内容を取り入れた教科参考資料の編集・改訂作業を継続して実施した。

○ 練習船テキスト三級航海Ⅱ（運用編）

○ 練習船テキスト四級Ⅰ（航海・船舶要務）及びⅡ（機関）

また、青雲丸機関科編（平成 24 年 7 月）及び日本丸機関科編（平成 25 年 1 月）につい

ては、改訂作業を終え、使用を開始した。
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① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況も含む。）

中期計画目標のとおり、船員教育機関及び海事産業界等との意見交換会を 20 回程度開催するこ

とを目標に設定するとともに、海運業界に対する練習船視察会を実施することとした。

① 船員教育機関（18 件）、海運業界（7 件）、行政の関係者（14 件）との意見交換会等を計 39 回

実施し、情報交換やニーズの把握（海運業界の現状、求められる船員像等）を行い、実習に反映

した。（年度計画の目標値の 1.95 倍）

② 内航プログラムの試行状況を現場で見ていただく内航船社視察会など、海運業界等の関係者に

よる航海訓練視察会を 8 回設け、情報交換や船員養成・船員教育等に関する意見交換を実施し、

得られた意見等を各船に周知し、実習訓練に反映した。

資料 12：平成 24 年度関連機関との意見交換会等の実績

資料 13：平成 24 年度練習船視察等実績

資料 14：内航船社視察会「内航船員養成教育訓練プログラム」に関するヒアリング

（中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

（ｇ）海運業界や船員教育機関等との意見交換会等を通じて、海運業界のニーズを的確に把握する

とともに、相互の連携を強化することにより、航海訓練の質を向上させる。

（中期計画 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｇ）海運業界及び船員教育機関等との連携強化

海運業界、船員教育機関等との意見交換会等を年間 20 回程度開催すること等により、これらの

業界、機関等からの初級船舶職員に要求される知識・技術レベル及びその他のニーズを的確に把

握するとともに、相互の連携強化により、航海訓練の質を向上させる。

（年度計画における目標値 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｇ）海運業界及び船員教育機関等との連携強化

海運業界、船員教育機関等との意見交換会等を年間 20 回程度開催する。また、海運業界等の関

係者が航海訓練の現場を視察する機会を設ける。

船員教育に関する会議等に参画し、船員教育機関及び海運事業者等のニーズ、求められる船員

像等に関する意見を航海訓練に反映する。

また、国土交通省の「船員（海技者）の確保・育成に関する検討会」の検討結果を踏まえ、海

運業界をはじめとした関係者との連携をより強化し、航海訓練の質の向上に努める。
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③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

○ 内航海運業者との意見交換等では以下の要望があった。（抜粋）

・航路や狭水道を含む船舶輻輳海域での航海訓練及びシミュレーション訓練を実施してほしい。

・コミュニケーション能力向上を重視した訓練をお願いしたい。

・簡単な整備作業を単独で行えるよう指導していただきたい。

・海難事故防止の観点から、「ヒューマン・エラー」をなくす訓練を実施してほしい。

○ 外航海運業者との意見交換等では以下の要望があった。（抜粋）

・ 練習船で実施可能なクロスベアリング、天測を繰り返し実施させ、体得させていただきたい。

・ 機関科については、基礎知識の習得と並行し多くの実習生が現場に携われる環境を配慮いた

だきたい。

・船内規律、習慣等を含め、練習船で新人船員として必要な基本的事項について指導いただきた

い。

③ 船員教育に関する国際会議や民間海事団体が主催する会議に参画することで、船員・船舶等に

関する最新の動向、ニーズや求められる船員像等について把握し、各練習船に情報提供するとと

もに、各練習船における講義や実習に反映させた。

④ 外航船社の実務担当者と社船実習に関する意見交換を行い、学生等に必要な知識や訓練を検討

することにより、連携して実施すべき航海訓練の内容を確認した。

⑤ 大学、高専及び海技教育機構と協議会等を開催し、新たな教育訓練やその充実に関する意見交

換をしました。特に、海技教育機構との間では、内航社船実習の導入に向けた検討を行うととも

に、練習船実習と座学で共有できる教材・教本について検討した。

⑥ 船員教育機関、内航・外航船社及び船主協会と受益者負担のあり方について、引き続き意見交

換を行った。

資料 5：業界のニーズを反映した訓練の事例
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① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況も含む。）

③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

（中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

（ｈ）訓練期間に行う実習生による訓練評価及び乗船訓練を経て海運業界に就職した海技者による評

価により、訓練に係る問題点を把握し、速やかに改善する。

（中期計画 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｈ）実習生による訓練評価等

① 実習生による訓練評価に加え、航海訓練過程を修了した海運業界の海技者による訓練評価を新

たに行うことにより、訓練に係る問題点を把握し、速やかに改善する。

② これまでの訓練評価を分析・検証したうえ、訓練資質基準システムに基づき実施してきたマネ

ジメントレビューの改善を図るため、評価の対象内容及び実施回数等を見直し、一層効果的な訓

練評価の実施を図る。

（年度計画における目標値 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｈ）実習生による訓練評価

① 実習生及び当所の練習船実習を修了した海技者による訓練評価を行い、訓練の質の向上及び改

善を図る。

② これまで実施した訓練評価の検証結果を踏まえ、QSS（STCW 条約に基づく資質基準制度）の

マネジメントレビューに活用する。

中期計画の目標にあるとおり、これまでの訓練評価の検証結果及び業界のニーズを踏まえ、従来

の訓練評価に加えて新たに個別訓練を対象とした評価を実施し、訓練に係る問題点を把握し、速や

かに改善できるよう設定した。

① 実習生及び練習船実習を修了した海技者による訓練評価を以下のとおり実施し、 訓練の質の向

上及び改善を図った。

(ｱ) 実習生主体の模擬操練実習、深度化実習、海事英語訓練等の個別事項を対象とする訓練評価

(ｲ) 当所の練習船実習を修了した、特に中手外航船社の海技者 61 名による訓練評価

(ｳ) アンケート調査（乗船初期：6回、乗船終期：4回）による訓練評価

② 前述の訓練評価から問題点を抽出し、速やかに対応した。

訓練評価から得られた自由意見、教官の指導状況、実習内容を、平成 24 年度の QSS マネジ

メントレビューに反映させた。

資料 15：平成 24 年度実習生による訓練評価
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④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組みも含む。）

新たな訓練評価の導入により、当所で行う実習訓練に業界からのニーズを可能な限り速やかに反

映させることができた。また、実習生の実習に対する意識向上が図られた。

（中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

職員の資質・能力の向上を図り、人材の適切な配置に資するため、職員の階層に応じた研修計画

を策定し、実施する。

（中期計画 ２－（１）「航海訓練の実施」）

（ｉ）職員研修

① 職員の資質・能力の向上を図り、人材の適切な配置及び業務の効率化に資するため、職務別及

び階層別に体系付けた職員研修計画を適切・確実に実行する。

② 外部への委託研修の他、職員の知見を活用した内部研修を推進し、期間中延べ 550 名以上

の職員に対して研修を効率的に実施する。

③ また、航海訓練・研究活動の活性化を図るため、計画的に世界海事大学等の教育機関に留学さ

せることを検討する。

（年度計画における目標値 ２－（１）「訓練航海の実施」）

（ｉ）職員研修

職務別・階層別に応じた職員研修計画を作成し、内航船における乗船研修等の外部研修及び外部

研修を終了した航海訓練所職員が他の職員に対して実施する研修を含め、延べ 110 名以上の職員に

対し実施する。

中期計画目標のとおり、職員の職務別及び階層別に体系づけた職員研修プログラムに沿って、延

べ 110 名以上に対する職員研修を計画的に実施することを目標に設定した。

① 職員の資質・能力向上のため、職員研修プログラムに基づき、業務内容に関する研修や教育指

導及び安全衛生に関する研修について、職務別・職域別に年度計画を策定し、延べ 241 名（行

政職の職員 4 名、海技職及び教育職の職員 237 名）に対して職員研修を実施した。

② 実施した研修の検証を行い、研修で得た知見・技能等の成果を、操練や実習の場を通じて現場

に反映させた。

資料 16：平成 24 年度職員研修実績
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③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

第 2 期中期計画時の実績（目標人数 500 人以上）

平成 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 累計

研修実施人数 214 134 161 338 268 1,115

平成 23 年度実績：191 名

（中期目標 ３－（１）「航海訓練の実施」）

（ｊ）安全管理及び船舶保安のシステムを定期的に見直し、リスク管理の適切な実施などにより、安

全管理体制のより一層の充実・強化を図る。

（中期計画 ２－（１）「訓練航海の実施」）

（ｊ）安全管理の推進

① 安全管理システム（SMS）及び船舶保安のシステムに基づく監査・審査の結果の反映を含め、

定期的にそれらのシステムの点検・見直しを行うことにより、システムの維持・改善を図り、

もって船舶安全運航の確保、海洋環境の保護及び船舶保安の維持を図る。

② 国際安全管理規則（ISM コード）の改正に伴い、SMS に新たに導入したリスクアセスメント

及び SMS に基づく報告文書（ヒヤリハット報告等）の情報の分析結果の活用等を適切に実施し、

自己点検・リスク管理の更なる向上を図ることにより、適正な安全管理を推進する。

③ 台風接近時等自然災害の発生する恐れのある状況における陸上からの支援について、情報通信

技術を有効活用した練習船隊支援体制の強化・定着を図る。

④ 緊急事態を想定した組織としての演習について、国内外の発生場所や事態の多様性を考慮する

ほか、他の組織との合同演習を視野に、その内容を充実・強化し、緊急事態の対応能力の向上

を図る。

⑤ 毎年新たに目標を定めて策定する健康保持増進計画に基づく活動を推進し、練習船乗組員の自

主的な健康管理を支援する体制を充実する。また、乗組員・実習生の「心の病」を予防するた

め、メンタルヘルスに関する相談・指導・助言体制を充実する。

（年度計画における目標 ２－（１）「訓練航海の実施」）

（ｊ）安全管理の推進

① 安全管理システム（SMS）及び ISPS による船舶運航の安全、海洋環境の保護及び船舶保安に

係る管理体制の点検・見直しを行い、当該体制の維持・向上を図る。

② SMS に基づく報告文書（ヒヤリハット報告等）を分析し、類似したトラブル事象の再発防止を

目指すため、安全教育資料（平成 23 年から導入）を作成して職員研修に活用する等の取組を推

進する。
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① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組み及び中期目標に向けた次年度以降の見通し

・安全管理システム及び船舶保安の体制について、監査などを通じて定期的に見直しを行い、海上

における人命と船舶の安全、環境保護及び船舶保安の維持を継続して図ることとした。

・安全推進会議の実施、外部の知見活用等による、組織の安全風土の醸成に向けた活動を一層推進

する取組を強化することとした。

・練習船の緊急事態に備えた対応能力の維持・強化のため、練習船支援体制の確立、緊急対応の演

習を実施することとした。

・毎年度策定する健康保持増進計画に基づく活動を推進する。引き続き職員の生活習慣病及び依存

症の予防に関する活動を行うこととした。また、職員に対する心理相談等の体制整備とハラスメ

ント等の教育を充実させることとした。

（ｊ）安全管理の推進

① 国際安全管理規則（ISM コード）に基づく安全管理システム（SMS）及び船舶と港湾施設の国

際保安コード（ISPS コード）に基づく船舶保安体制（SSP）について、以下の取組によりシス

テムの維持・改善を図った。

(ｱ) SMS 及び ISPS に係る監査計画に基づく、練習船及び陸上担当部署の監査

(ｲ) 緊急対応手順書等の安全管理マニュアル及び船舶保安規程の見直し

(ｳ) 遠洋航海に従事しない練習船（大成丸、青雲丸）の継続的な船舶保安操練の実施

② 「ヒヤリハット強化月間」を設け、一層の安全意識醸成を図るとともに、その事例を分析し、

安全教育資料として船内における安全教育に役立てた。

また、12 件のインシデント情報を速報としてタイムリーに発信し、事故情報の共有化を図っ

た。

③ 安全対策を強化するため、各種船上作業、ヒヤリハット事例やリスクアセスメントの結果から、

作業手順書等を改善する。

④ 津波等大規模災害発生時における船・陸間の通信手段について、合同演習等を通じて確立した

手段を検証する。また、東日本大震災の事例を踏まえ、長期上陸中の実習生の安否確認について

もその手段を検証する。

⑤ 緊急事態を想定した練習船と陸上組織による合同演習を、外部機関との連携を視野に入れ企

画・実施する。

⑥ 職員の安全意識の向上を図るため、海運会社と連携した安全運航促進のための協定を継続し、

意見交換等から得た情報を練習船の安全管理に活用する。

⑦ 実習生及び職員に対する健康指導の充実を図るための健康保持増進計画を策定し実行する。

また、心理相談等の体制整備及びカウンセラー育成研修の受講等を継続する。
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③ 安全対策を強化するため、ヒヤリハット事例やリスクアセスメントの実施結果から、次の作業

手順書の見直しを行った。

(ｱ) バウスラスタ試運転要領

(ｲ) ステージボード（吊り下げ式足場）を用いたファンネル塗装作業

④ 昨年度実施した津波等大規模災害発生時における緊急対応訓練での検証結果を踏まえ、次の点

について検証を行った。

(ｱ) 緊急連絡カードによる安否確認訓練（実習生・乗組員）

(ｲ) イリジウム衛星携帯電話による通信状況確認訓練

資料 17：大規模災害における船陸間の通信手段の検証

⑤ 緊急事態を想定した練習船と外部機関を含めた陸上組織による合同演習を、次のとおり実施し

た。

(ｱ) 「緊急対応能力強化週間」を設け、船・陸間合同による訓練を実施

(ｲ) 事業継続計画に基づく緊急対応訓練

(ｳ) 客船座礁事故を想定した、第三管区海上保安本部や横浜市消防局等との緊急合同訓練

資料 18：第三管区海上保安本部との合同訓練

⑥ 商船三井フェリー（株）との安全運航促進のための協定を継続して結び、安全運航やヒューマ

ンエラー防止等に関する情報交換・意見交換を行って、相互に安全に対する意識を高めた。

また、意見交換等から得た有益な情報（機付艇からの漏油対策を、当所における「安全・環境

保護基準」に反映させた。

⑦ 実習生及び乗組員に対する健康指導

(ｱ) 国が指導する船員災害防止計画の策定とともに、インフルエンザ等の感染症予防及び生活習

慣病予防を中心とした健康保持増進計画を策定し、同活動を組織的に実施した。今年度は特に、

生活習慣病予防として高血圧に着目し、供食における減塩を指導するとともに各船にポスター

を配付し、意識付けを行った。

(ｲ) 実習生及び職員に対する心理相談等の体制を、引き続き以下のとおり整備した。

○ 船内の心理相談窓口として産業カウンセラー有資格者（12 名）を練習船に効果的に配置し、

その知見を活用するとともに心理相談等の体制整備を図った。

○ 産業カウンセラー育成研修を職員に引き続き受講させるとともに、外部の専門家による訪

船カウンセリングを 5 回開催した。

資料 19：心理相談等の体制整備
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

○ 安全推進会議を通じて、職員の安全意識や安全に関する活動をより高めることができた。同会

議において、ヒヤリハット報告の集計・分析の結果による船上で発生する可能性のある事故の注

意喚起やリスクアセスメントの実施事例が紹介された。

○ インフルエンザ等の感染症に対するマニュアルの適正な運用等により、集団行動を余儀なくさ

れる練習船の訓練や船内生活において、感染症が実習生の航海訓練課程の修了に影響することは

無かった。

○ 「ヒヤリハット強化月間」を設け、安全意識の醸成を一層図った。

（中期目標 ３－（２）「研究の実施」）

「独立行政法人航海訓練所法」第 11 条第 2 号に基づき、航海訓練に関する研究を実施する。

研究の実施に際しては、船員教育訓練及び船舶運航技術に関して提言となる研究を重点的に行

い、その成果が海上輸送の安全、環境保護等に資するよう努める。

（中期計画 ２－（２）「研究の実施」）

「独立行政法人航海訓練所法」第 11 条第 2 号に基づき、航海訓練に関する研究を実施する。

（ａ）研究件数

研究件数については、期間中に独自研究 30 件程度、共同研究 25 件程度を実施する。

（ｂ）研究活動の活性化

第 2 中期目標期間中に導入した研究成果の指標による年度毎の研究評価を確実に実施し、ま

た、船員教育機関及び外部研究機関との研究交流の推進等により、研究活動を一層活性化する。

（年度計画における目標 ２－（２）「研究の実施」）

「独立行政法人航海訓練所法」第 11 条第 2 号に基づき、航海訓練に関する研究を実施する。

研究の実施に際しては、実船による航海訓練の機会を活かす等、独自研究と船員教育機関及び

外部研究機関との研究交流を推進し、その研究成果を航海訓練に活用する。

平成 23 年度に策定した第 3 期中期目標期間の研究活動方針を踏まえ、船員に関する国際条約

への対応等の重点研究課題の取組を推進する。

（ａ）研究件数

期間中、独自研究については 16 件程度、共同研究については 14 件程度実施する。

（ｂ）研究活動の活性化

研究成果について、指標により年度評価として結果を示すとともに、研究成果を航海訓練及び

練習船運航に活用することにより、研究活動を一層活性化する。

船員教育機関及び外部研究機関との研究交流を推進するため、関連機関との研究活動に関する

意見交換、その他学術論文のデータベースの活用を図る。
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① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況も含む。）

研究件数については、平成 23 年度の実績を踏まえ、新規項目及び継続項目を合わせて、独自研

究は 16 件程度、共同研究は 14 件程度を目標として設定した。

また、第 2 中期目標期間中に導入した研究成果の指標による年度毎の研究評価を確実に実施し、

研究活動の活性化を図るよう設定した。

①「独立行政法人航海訓練所法」第 11 条第 2 号に基づき、航海訓練に関する研究を実施した。

② 以下の分野の研究を効果的に行うため、第 3 期中期目標期間中の研究活動方針を定め、実船に

よる航海訓練を活かし、船員・船舶に関する国際条約への対応、業界ニーズの反映等に関するテ

ーマを掲げ、調査・研究に取り組んだ。また、これら研究成果を航海訓練に活用した。

(ｱ) 安全な海上輸送を確保するための船舶運航技術

(ｲ) 国際条約に基づく航海訓練・船員としての資質教育

(ｳ) ヒューマンエレメント

(ｴ) 環境保護

（ａ）研究件数

「調査研究専門部会」での審査、承認及び評価を受け、平成 24 年度は 35 件の研究課題を

実施した。

また、研究の実施に際しては、実船による航海訓練の機会を活かし、独自研究と船員教育機

関及び外部研究機関との研究交流を推進し、その成果が海上輸送の安全、環境保護等に資する

よう努めた。

① 独自研究 21 件（新規 4 件、継続 17 件）

船員教育訓練に関する分野の新規独自研究 2 件、船舶運航技術に関する分野の新規独自研究

を 2 件を承認した。

② 2010 年 STCW マニラ改正関連では、継続研究 5 件を実施した。

③ 共同研究 14 件（新規 2 件、継続 12 件）

新規共同研究 2 件（海洋環境保護、その他海技及び海事に関する調査研究）を承認した。

資料 20：平成 24 年度研究項目一覧（独自研究及び共同研究）

（ｂ）研究活動の活性化

① 当所及び独立行政法人海上技術安全研究所との共同研究の成果として開発された『（微細油粒

対応）油水分離装置』が、新規特許として登録された。

② 研究成果の指標に基づき各研究課題を年度ごとに評価し、各研究課題の進捗状況の把握や必

要な助言により、研究活動の一層の活性化を図った。

(ｱ) 独自研究・共同研究の新規研究課題には事前評価を実施し、調査研究専門部会の議を経て

平成 24 年度の新規研究 6 件を承認した。
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③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

(ｲ) 所内外に発表する論文は、編集委員会から指名された職員が査読を行い、論文としての評

価、再調査の指示を行う等の内部審査を実施した。また、査読報告書により成果を提案し、

編集委員会を経て練習船運航への活用を図った。

資料 21：平成 24 年度研究成果の活用例

③ 関連機関との研究活動に関する意見交換等

(ｱ) 共同研究では、実施機関の共同研究者とデータの採取及び今後の活動について打ち合わせ

を行った。

(ｲ) 各種シンポジウム、学会発表会等へ 34 件、延べ 67 名が参画した。また、学術検索情報ナ

ビゲータの活用により、研究に関する知見を深めた。

④ 平成 18 年度以降に掲載された調査研究時報から、被引用文献数が 2 件あり、また、民間会社

より航海訓練所の研究論文 1 件の閲覧申請があった。

独自研究とは、航海訓練所教官が航海君業務と並行して実施するものであり、その成果は主に航

海訓練所研究発表会における発表や調査研究時報に掲載し、関係機関等にも公表している。

共同研究とは、外部機関と共同研究協定書を締結し、当所教官が外部研究機関の担当者と共同で

実施するものであり、実船データを高度に解析する点に特徴があり、その成果は海運業界及び造船

業界等に公開している。

上記に関する各研究の研究期間は概ね 3～5 年を標準とし、当該年度の研究計画に基づいて実施

される。また、当該年度終了時に各研究の実施状況を踏まえて研究報告を作成している。これらの

情報は関係機関に冊子にて送付するほか、ホームページ上でも公開している。

（中期目標 ３－（３）「成果の普及・活用促進」）

「独立行政法人航海訓練所法」第 11 条第 3 号に基づき、船員教育の知見及び航海訓練に関する

研究成果の普及・活用を図るとともに、海事思想を広く普及するための活動を行う。

船員教育及び船舶運航関係の知識・技術、航海訓練に関する研究成果及び情報等を外部へ積極的

に公表して教育・研究成果の普及を目指すとともに、職員の専門知識の活用を図るために、国内外

を問わず、研修員の受入れ及び各種機関・委員会へ専門家としての職員派遣等を推進する。

海事思想の普及については、日本人海技者を確保・育成するために、外部機関とも連携して、練

習船の活用を中心としたさらなる普及活動を推進する。



- 32 -

① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況も含む。）

（中期計画 ２－（３）「成果の普及・活用促進」）

「独立行政法人航海訓練所法」第 11 条第 3 号に基づき、船員教育訓練の知見及び研究成果の普

及・活用、並びに海事思想の普及を図り、組織の社会的責任を全うする。

（ａ）技術移転等の推進

① 国土交通政策と連携するため、海事関連行政機関及び国内外の教育・研究機関等から、期間

中に 15 機関程度、合計 300 名程度の研修員を受け入れ、船舶運航技術、船員教育訓練及び安

全管理等に関する実務を基本とした研修を積極的に実施する。

② 海外の政府機関等の要請に応じ、期間中に 5 名程度の船員教育専門家を派遣する。

③ 関係委員会の要請に応じ、専門分野の委員等として、期間中に延べ 95 名程度の職員を派遣

する。

特に、IMO の船員教育に係る委員会等に、継続して、期間中に 6 名程度の船員教育専門家

を派遣し、知見の活用と他国との連携を図る。また、これまで築いた海外とのネットワーク

を活用した交流を図り、国際的連携を深める。

（年度計画における目標 ２－（３）「社会に対する成果等の普及・活用促進」）

「独立行政法人航海訓練所法」第 11 条第 3 号に基づき、次の附帯業務の実施を図る

（ａ）技術移転等の推進に関する業務

① 海事関連行政機関及び国内外の船員教育機関等の要請に応じ、10 機関程度から 60 名程度の

研修員を受け入れる。

海外の船員教育関係機関からの研修員受入に関する研修ガイドラインを構築する。

② アジア人船員国際共同養成プロジェクト、承認船員制度に基づくフィリピン・マニラ等にお

ける無線講習等、国の施策、海外の政府機関、海事機関等の要請に応じ、職員を派遣する。

③ 関係委員会の要請に応じ、専門分野の委員等として延べ 19 名程度の職員を派遣する。

国際的連携を深めるため、船員に関する国際会議等への職員の派遣、組織または職員が構築

した海外とのネットワークを活用した交流等を継続的に実施する。

各年度平均的に実施するものとして、中期計画の 5 分の 1 程度に設定した。

（ａ）技術移転等の推進に関する業務

① 運航実務研修

(ｱ) 海事関連行政機関及び国内外の船員教育機関等の要請に応じ、12 機関から 217 名の研修員を

受け入れた。

(ｲ) ODA 研修について、過去の実績に基づき、各練習船にて標準化した研修が実施できるガイド

ラインを作成した。

資料 22：平成 24 年度運航実務研修受入実績

資料 23：運航実務研修ガイドライン（ODA 研修員）



- 33 -

③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

② 国の施策、外国の政府機関、海事機関等の要請に応じ、以下のとおり職員を派遣した。

(ｱ) アジア人船員国際共同養成プロジェクト

フィリピンに延べ 4 名派遣した。

(ｲ) 外国海技資格の承認制度に基づく無線講習

フィリピン、インド、ブルガリアに延べ 8 名派遣した。

③ 関係委員会の要請に応じた委員の派遣

(ｱ) 学術学会や行政機関等の関係委員会の要請に応じ、専門分野の委員として 47 委員会に延べ

54 名を派遣した。

(ｲ) 海外とのネットワークを活用した交流

○ IMO 国際会議 STW43（第 43 回訓練当直基準小委員会）及び MSC91（海上安全委員会）

にそれぞれ職員 1 名を派遣した。

○ Global-MET の年次総会へ参加し、フォーラムにおいては、当所における訓練評価手法

（STCW 条約改正点 Leadership,Teamworking skill）の一例を発表した。

資料 24：平成 24 年度各種委員会等への職員派遣実績

（中期目標 ３－（３）「成果の普及・活用促進」）

同上

（中期計画 ２－（３）「成果の普及・活用促進」）

（ｂ）研究成果等の普及・活用

① 研究成果の普及・活用を推進するため、定期的に刊行物として公開するほか、航海訓練所の

ホームページにその概要を掲載する。

② 研究成果の積極的な情報開示に努め、国内外の船員教育機関が取り組むべき新たな教育訓練

の方法を広く提言する。また、船舶の安全運航、CO2 削減等の環境保護対策等の船舶運航技

術に関して、練習船で取り組むことが可能な研究については、積極的に船員教育機関等と提携

し、実船による諸データ及びその解析結果等を広く提供する。

③ 30 件程度の論文発表並びに 30 件程度の学会発表を行う。
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① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況も含む。）

③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

（年度計画における目標値 ２－（３）「社会に対する研究成果等の普及・活用促進」）

（ｂ）研究成果等の普及・活用

① 研究成果について、研究発表会の開催、定期刊行物（調査研究時報）の発行、ホームページ

への情報掲載等により外部に積極的な情報発信を実施する。

② 船舶の安全運航、CO2削減等の環境保護対策等の船舶運航技術に関する研究テーマについて、

練習船を活用した諸データ及びその解析結果等を外部機関に提供する。

③ 6 件程度の論文発表及び 6 件程度の学会発表を行う。

各年度平均的に発表できるものとして、年度計画のそれぞれ 5 分の 1 に設定した。

（ｂ）研究成果等の普及・活用

① 研究成果の情報発信を、以下のとおり実施した。

(ｱ) 海運会社、海事研究機関等から総勢 37 名の出席を受け、第 12 回航海訓練所研究発表会を開

催し、9 件の研究成果を発表した。

(ｲ) 調査研究時報第 89 号及び 90 号を発行し、関連学校及び関連機関に配布、研究成果を外部へ

発信した。

(ｳ) 平成 24 年度研究計画・平成 23 年度研究報告をホームページや調査研究時報に掲載し、外部

に発信した。その結果、被引用文献数が 2 件、民間会社より研究論文 1 件の閲覧申請があっ

た。

資料 25：平成 24 年度研究成果の実績一覧

②(ｱ) 昨年度実施した「船舶防汚塗装からの防汚剤の溶出速度と生物付着に関する調査」の解析結

果を、6 月の海上技術安全研究所での研究発表会（ポスターセッション）で公表した。

(ｲ) 共同研究 3 件について、練習船を活用した実船実験を行い、公表に向けたデータ解析を行っ

た。

② 論文発表 10 件（うち、査読 4 件）及び学会発表 9 件を実施した。

資料 26：平成 24 年度所外機関への論文発表及び学会発表実績一覧
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④ その他適切な評価を行う上で参考となりうる情報

○ 論文発表及び学会発表件数

論文発表件数は、各種学会での査読を経て掲載されるもの（共著含む。）としている。また、

学会発表件数は、各学会の発表会または講演会等において予稿集を作成の上発表されるものとし

ている。

それぞれの件数に関しては、年間の活動報告として、前述の基準を精査し計上した。

○ 定期刊行物

研究成果の発表誌として調査研究時報を発行し、幅広く研究成果の普及を図った。

（中期目標 ３－（３）「成果の普及・活用促進」）

同上

（中期計画 ２－（３）「成果の普及・活用促進」）

（ｃ）海事思想普及等の推進

国民の海への関心を高め、国民生活を支える海上輸送、それを担う海運及び海運を支える船

員の重要性や、航海訓練を含む船員教育の意義・役割に対する理解を深めるための活動につい

て、国土交通省、船員教育機関、関連業界・団体等と連携強化を含め、より効果的な方策を企

画し、推進する。

① 国や地方自治体等が主催する各種イベント等への、集客力の高い練習船の積極的参加等によ

り、国または地域等との連携を図りつつ、社会・経済活動への寄与をも視野に入れた活動を

推進する。具体的には、一般公開及びシップスクール（練習船見学会を含む）を年 45 回程度

実施する。

② 学校教育及び社会教育にて行われる海洋に関する教育と連携した、練習船上における、参

加・体験型の活動を企画し、推進する。

③ マスメディア、インターネット、広報誌等を活用し、組織の業務計画、実績、業績評価等を

広く一般に発信する。併せて広報コミュニケーション活動を推進する。

（年度計画における目標値 ２－（３）「社会に対する成果等の普及・活用促進」）

（ｃ）海事思想普及等の推進

海事産業の次世代人材確保育成等のため、以下の海事広報に関する活動を実施する。

① 国や地方自治体等が主催する海事関連イベントに参加し、練習船の寄港地における一般公開

を 12 回程度実施する。

特に 2012 年は、韓国・麗水博覧会へ海王丸が参加する機会を捉えて、日韓の友好親善を深

め、我が国の海事広報を実施する。

② 小中学生を対象とする学校教育と連携した海や船に親しむ体験型のシップスクール等の活

動を 33 回程度実施する。また、各種イベントに海事広報ブースを出展する活動を実施する。
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① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況も含む。）

寄港要請数及び従来の一般公開・見学会の実績を踏まえ、目標の実施回数とした。

その他、海事広報活動及び当所の広報に関する業務の改善方策を検討し、海運業界・団体や

船員教育機関との連携を含めた業務を実施することとした。

（ｃ）海事思想普及等の推進

①(ｱ) 国や地方自体等が主催する海事関連イベントに練習船を派遣し、一般公開を 23 回（見学

者合計 77,691 名）実施した。

(ｲ) 韓国・麗水で開催された麗水国際博覧会に併せ練習船を派遣し、一般公開の他、現地全

南大学学生の特別見学を通して我が国の海事広報を行い、日韓の友好親善に努めた。

資料 27：平成 23 年度海事関係イベントへの参加実績

資料 28：韓国・麗水国際博覧会への参加

② 海や船に親しむ活動（シップスクール）を計 49 回開催し、2,297 名が参加した。

(ｱ) 小学校や公共施設等において訪問型海洋教室を実施し、船に関する様々な情報（船の動

く仕組みや船の仕事及び海運の役割等）提供を行った。

(ｲ) 船員教育機関や地方自治体、関係団体と連携し、練習船を活用したオープンキャンパス

や見学会等を実施することにより、海事指向性を強め、より多くの方々に海や船を身近に

感じる機会を提供した。

(ｳ) 地方自治体のイベントに海事広報ブースを出展し、次世代を担う人材の確保育成等のための

海事広報活動を行った。

(ｴ) シップスクールの機会を捉えて、国が示す「次世代の海事分野の人材確保育成の育成」

の施策に準じて、シップ・オペレーションツアー（船員の仕事や船舶運航を理解してもら

うことを目的とする体験型海洋教室）を一般公開に合わせて独自に企画し、実施した。

資料 29：平成 23 年度シップスクール開催実績

③ 海王丸において青少年等の体験型イベントや体験航海を実施した。

(ｱ) 体験航海

○参加者実績累計

遠洋航海：2 回 18 名 国内航海：5 回 74 名

③ 海王丸において青少年等の体験型イベント・体験航海を実施する。

④ 業務運営に関する情報は、昨年度に機能を充実させたホームページ等を利用するとともに、

広報誌等を活用して広く国民に発信する。

⑤ 航海訓練所の業務に関係する団体・個人との広報コミュニケーションを推進し、海事分野の

人材確保・育成に関する連携に取り組む。
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③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

＜一般公開・見学会・シップスクールの実施状況＞

○ 一般公開

船 名 実 施 回 数 見 学 者 数

日 本 丸

海 王 丸

大 成 丸

銀 河 丸

青 雲 丸

11 回

7 回

2 回

2 回

1 回

52,294 名

18,586 名

2,776 名

3,019 名

1,016 名

合 計 18 回 77,691 名

(ｲ) 海洋教室

初めての試みとして、中学生を対象に「動く海洋教室」を実施し、実際に動く場面を間

近に見ていただいた。

○参加者実績累計

動く海洋教室：1 回 40 名

1 日コース：2 回 101 名

④ 組織の業務実績や年度計画をはじめ、練習船イベントの参加者、船員教育機関等との広報コミ

ュニケ-ションをホームページ等を活用して積極的に推進した。

(ｱ) 業務実績報告や業務実績評価、契約監視委員会等の議事概要などをホームページ上に速やか

に公開し、広く国民に情報を公開した。

(ｲ) 広報紙（NIST）を 3 回各 2,000 部ずつ発行した。そのうち、「海王丸遠洋航海特集号」を号

外として発行し、麗水万博参加の様子を発信した。

(ｳ) 市民から寄せられた写真や情報をホームページに掲載するとともに、寄せられた意見等を踏

まえ、活動の企画や活動内容の改善を図った。

⑤(ｱ) 関連する教育機関の事業（学生募集を目的としたオープンキャンパス等）と連携し、練習船

見学会を実施した。

(ｲ) ホームページ及び SNS（Social Networking Service、 特に Facebook）を活用し、遠洋航

海出航見送り見学会や海事イベントなどの情報をタイムリーに発信した。

(ｳ) 各地方運輸局と連携した国の施策に係る活動（若年船員確保育成事業）に積極的に練習船を

派遣し、海事分野の人材確保・育成に取り組んだ。

資料 30：Facebook、Twitter を活用した広報コミュニケーション活動
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（中期目標 ３－（４）「内部統制の充実・強化」）

航海訓練所の目的を有効かつ効率的に果たすために、自己点検・評価体制の定期的な見直し、内

部評価委員会の強化などによりモニタリング機能を強化するとともに、全職員が内部統制活動に参

加できる仕組みを構築し、内部統制の充実・強化を図る。

（中期計画 ２－（４）「内部統制・コンプライアンスの充実・強化」）

① 自己点検・評価体制を構成する様々な仕組みごとに有する監査・調査機能の確実な発揮、仕組

みの相互の連携強化、その体制自体の定期的な見直し、及びより積極的な外部知見の活用を図る

とともに、中期計画等に基づく業務の実績に係るモニタリング機能を強化することにより、内部

評価委員会を充実・強化する。

② 全ての職員が、その体制を構成する仕組みの、いずれかに直接携わっていることについて、周

知・確認するとともに、意見・提案等を求めることを推進する。

③ 倫理・コンプライアンスに係る教育の計画的な実施等、その充実を図る。

④ 上記各項の確実な実施により、組織の意思決定プロセスの強化を含め、内部統制・ガバナンス

の強化を図り、もって組織の目的の効果的かつ効率的な達成を図る。

（年度計画における目標値 ２－（４）「内部統制・コンプライアンスの充実・強化」）

以下の各項の確実な実施により、内部統制・ガバナンスの充実・強化を図る。

① 業務運営における監査・調査の自己点検・評価体制の仕組みを確実に機能させるとともに、業

務運営に関するモニタリングを実施する。さらに、内部評価委員会やその下部組織である「業務

推進・活性化委員会」を活用し、それらの仕組みの相互連携による業務の検証、改善を実施する。

② 全職員が、自己点検・評価体制の一員として機能し、業務の点検、評価を通じて意見・提案を

行うことを引き続き推進する。

③ 倫理・コンプライアンスに係る教育を職員研修等により計画的に実施する。

○ 見学会及びシップスクール

船 名 実 施 内 容 実 施 回 数 参 加 者 数

日 本 丸 シップスクール 11 回 384 名

海 王 丸 シップスクール 8 回 276 名

大 成 丸 シップスクール 6 回 309 名

銀 河 丸 シップスクール 10 回 794 名

青 雲 丸 シップスクール 4 回 188 名

本 所 シップスクール 10 回 346 名

合 計 49 回 2,297 名

注）シップスクールには、練習船見学会も含む。
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① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組み及び今後中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

内部統制の維持・充実や透明性の確保等、今後の独立行政法人に関わる法整備及び統合を見据え、

内部統制・ガバナンスの強化に向けた体制整備を図ることとした。

① 練習船運航の安全、航海訓練の向上・改善のために有する、船舶保安（ISPS）、安全管理（SMS）、

航海訓練の資質基準（QSS）等の自己点検・評価システムなど、監査・調査の仕組みを確実に機

能させるとともに、以下の取組により業務実績に関するモニタリングを実施して、業務を検証し

改善した。

(ｱ) 全船に対し教育査察と QSS 内部監査を実施し、遠洋航海に行く 3 船について ISPS 内部監査

を実施した。

(ｲ) 監事による監査機能を強化し、監査（教育査察、ISPS, SMS 内部監査）における指摘及び改

善事項等について一元的に点検・確認した。

(ｳ) 内部評価委員会を 3 回、業務推進・活性化委員会を 7 回開催した。また、四半期ごとにモニ

タリングを行った。

(ｴ) 業務推進・活性化委員会の一層の活用を図った。

○ モニタリング結果を活用し、同委員会において議題として取り上げ、業務改善等の見直しを

図った。

○ 「業務運営の推進・活性化」という議題を取り上げ、より効率的・効果的な業務運営の実施

について議論を行った。

(ｵ) 業務推進・活性化委員会での議論の結果を受け、内部評価委員会では外部委員（有識者及び

海運関係者）から広く意見を求め、年度計画の策定や業務執行及び実績等に反映させた。

資料 3：航海訓練のあり方についての検討

② 全職員が自己点検・評価体制の一員として機能する活動を推進した。

(ｱ) 練習船においては、月 1 回安全・衛生パトロールを実施し、不具合箇所等の指摘事項につい

て、実習生を含めた全乗組員に周知するとともに、改善に取り組んだ。

(ｲ) 陸上組織においては身近な無駄の排除、効率的な業務の推進を目的に業務改善提案を行い、

今後の業務に反映させるよう取りまとめを行った。

資料 31：平成 24 年度教育査察実施結果

③ 「コンプライアンス・マニュアル」を活用した職員研修を、以下のとおり実施した。

(ｱ) 新規採用職員及び昇任職員への研修

(ｲ) 練習船における安全衛生教育

(ｳ) 外部機関に出向する職員への研修
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組み及び今後中期目標に向けた次年度以降の見通し

（中期目標 ３－（５）「業務運営の情報化・電子化の取組」）

情報セキュリティに配慮した業務運営の情報化・電子化に取り組み、業務運営の効率化と情報セ

キュリティ対策の向上を図る。

（中期計画 ２－（５）「業務運営の情報化・電子化の取組」）

練習船と陸上組織を繋ぐ情報通信ネットワークを一層活用した業務運営の効率化を図るため、業

務運営の情報化・電子化を推進する。その推進にあたっては、情報セキュリティ対策の向上を図る。

（年度計画における目標値 ２－（５）「業務運営の情報化・電子化の取組」）

① 情報セキュリティポリシーを踏まえ、練習船と陸上を繋ぐ情報通信ネットワーク等の活用

による業務運営の情報化・電子化に取り組むことにより業務の効率化を推進する。

② 電子媒体による海事に関する情報提供、証明書の発行手続等を進め、国民へのサービスを

円滑に提供する。

③ 業務運営における情報セキュリティに関する教育及びその実績報告の体系化を図る。

情報セキュリティポリシーを踏まえ、クラウド化と独自に構築するネットワークを活用して業務

運営の情報化・電子化を推進し、業務の効率化を一層図ることとした。

① 情報セキュリティポリシーを踏まえ、業務の効率化を以下のとおり推進した。

(ｱ) 災害等で本所の事務所機能が失われても業務運営を継続して行うことが出来る基盤を構築す

るため、従来の所内ネットワークシステムからクラウドに移行した。また、練習船においては、

通信遮断による不具合を解消するため、船内サーバとクラウド上のサーバを連携させるシステ

ムを当所職員により構築した。

(ｲ) システムのクラウド化により、いつどこにいてもアクセスできるようになり、迅速な情報の

共有が可能となった。

(ｳ) システムのクラウド化により、システム経費を年間約 540 万円節約することが出来た。

(ｴ) 会議資料や各船行動計画をクラウド上のポータルに置いたことで、紙媒体の印刷が抑制され、

A4 版用紙に換算して約 36,000 枚削減出来た。

資料 32：練習船と陸上を繋ぐ情報通信ネットワークのクラウド化
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

クラウドの移行に伴い、練習船と陸上を繋ぐシステムを独自に構築した。

②(ｱ) 昨年リニューアルしたホームページを活用した練習船の寄港情報や海事に関する情報提供の

他、Facebook や Twitter などの SNS を用いた情報発信を積極的に行った。

(ｲ) 証明書等の発行手続きについては、今年度 27 件の申請があった。

③(ｱ) 情報セキュリティの脅威が日々増している現状を踏まえ、それに対応した本所と各船共通の

セキュリティ教材を職員の階層別に作成し、セキュリティ教育に使用した。

(ｲ) 情報セキュリティ教育に関する実績報告を、航海訓練業務実績報告に掲載することでセキュ

リティ教育とともに体系化を図った。

資料 33：情報セキュリティに関する教育及びその実績報告の体系化
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４．財務内容の改善に関する事項

① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組み及び今後中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

（中期目標 ４ 財務内容の改善に関する事項）

運営費交付金を充当して行う事業については、「２．業務運営の効率化に関する事項」で定めた

事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。

自己収入については、訓練受託費等の引き上げ等により、確実に拡大するものとし、併せて、

海運会社をはじめとする受益者の負担のあり方について検討する。

（中期計画 ３－（１）「自己収入の確保」）

組織の業務の範囲内において、自己収入の確保を図る。

具体的には、以下の事項について実施する。

① 訓練受託費について、船員教育機関との協議のうえで段階的な引き上げを図る。（平成 27 年

度 11,000 円）

② 教科書等の販売等を開始する。

③ 運航実務研修の研修受託費を引き上げる。

④ 外航海運会社に加え、内航海運会社等についても受益者負担のあり方を検討する。

（年度計画における目標値 ３－（１）「自己収入の確保」）

「独立行政法人の事務・事業見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日、閣議決定）を踏まえ、

以下により自己収入の確保を図る。

① 船員教育機関との協議のうえ、訓練受託費の段階的引き上げを行う。

（平成 24 年度 7,000 円／人・月）

② 教科参考資料等の販売を実施する。

③ 運航実務研修の研修受託費の今後の引き上げについて検討する。

④ 船員教育の見直しを踏まえ、船員教育機関及び関連業界との間で受益者負担のあり方につい

て、引き続き検討する。

教科参考資料の販売等及び改訂に伴う単価引き上げを行うこと、海技士身体検査証明書の発行費

用、乗船実習証明書の再発行手数料、運航実務研修に係る研修費等を収受することを設定した。

船員教育機関等からの訓練委託に係る受託料の引き上げに係る協議を継続して行い、引き上げ後

の受託料を収受することを目標として設定した。

「独立行政法人の事務・事業見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日、閣議決定）を踏まえ、

以下のとおり自己収入の確保を図った。

① 船員教育機関と訓練委託費の段階的引き上げについて引き続き協議を行い、平成 24 年度におけ

る訓練受託費を 8,000 円/人・月とした。
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

② 教科参考資料等の販売等を、以下のとおり実施した。

(ｱ) 航海訓練を受ける実習生への販売

(ｲ) 外部に対する販売

また、教科参考資料の一部を書籍化し、平成 25 年度から書店にて販売できる体制を整備した。

③ 運航実務研修における研修受託費

(ｱ) 関係団体と協議の上、平成 25 年度から研修受託費を 8,700 円に引き上げることとした。

(ｲ) 練習船の施設の一部（居室、教室）を研修等にて使用する際、施設使用料として徴収できる

よう内規の改定を行った。

④ 受益者負担について、「受益者負担の拡大を図るための実施計画」を作成し、監督官庁に提出す

るとともに、引き続き関係機関との間で検討することとした。

資料 34：自己収入に係る平成 24 年度の成果



- 44 -

（中期目標 ４ 財務内容の改善に関する事項）

同上

（中期計画 ３－（２） 「予算」

３－（３） 「平成 23 年度～平成 27 年度収支計画」

３－（４） 「平成 23 年度～平成 27 年度資金計画」）

（年度計画における目標値 ３－（２） 「予算」

３－（３） 「期間中の収支計画」

３－（４） 「期間中の資金計画」）

（実績値）

１．予算

区 別

中期計画

予算

金額（百万円）

年度計画

期間中の予算計画

金額（百万円）

実績値

金額（百万円）

収入

運営費交付金

施設整備費補助金

受託収入

業務収入

計

27,648

230

1,350

626

29,854

5,552

0

450

118

6,120

5,288

0

450

251

5,989

支出

業務経費

施設整備費

船舶建造費

一般管理費

人件費

計

7,997

230

1,350

944

19,333

29,854

1,416

0

450

190

4,064

6,120

1,764

0

450

184

3,589

5,987

[人件費見積もり]

期間中総額 15,797 百万

円を支出する。

但し、上記の金額は、常

勤役員報酬並びに職員基

本給、職員諸手当、超過勤

務手当、休職者給与及び国

際機関派遣職員給与に相

当する範囲の費用である。

[人件費見積もり]

年度中総額 3,281 百万

円を支出する。

但し、上記の金額は、常

勤役員報酬並びに職員基

本給、職員諸手当、超過勤

務手当、休職者給与及び国

際機関派遣職員給与に相

当する範囲の費用である。

[人件費の実績]

年度中総額 2,836 百万円

を支出した。

但し、上記の金額は、常

勤役員報酬並びに職員基

本給、職員諸手当、超過勤

務手当、休職者給与及び国

際機関派遣職員給与に相

当する範囲の費用である。
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２．収支計画

区 別

中期計画

平成 23 年度～平成 27 年度

収支計画 金額（百万円）

年度計画

期間中の収支計画

金額（百万円）

実績値

金額（百万円）

費用の部

経常費用

業務費

受託経費

一般管理費

減価償却費

雑損

収益の部

運営費交付金収益

受託収入

業務収入

資産見返負債戻入

資産見返負債戻入

（臨時利益）

純利益

目的積立金取崩額

純利益

28,487

28,487

25,936

－

2,338

213

－

28,487

27,648

－

626

213

213

0

0

0

0

5,712

5,712

5,187

0

483

42

5,712

5,712

5,552

0

118

42

0

0

0

0

5,427

5,427

5,053

1

326

47

5,428

5,428

4,632

1

249

546

1

0

1

３．資金計画

区 別

中期計画

平成 23 年度～平成 27 年度

資金計画 金額（百万円）

年度計画

期間中の資金計画

金額（百万円）

実績値

金額（百万円）

資金支出

業務活動による支出

投資活動による支出

財務活動による支出

次期中期目標期間への繰越金

資金収入

業務活動による収入

運営費交付金による収入

業務収入

投資活動による収入

施設整備費補助金による収入

船舶建造費補助金による収入

29,854

28,274

1,580

－

0

29,854

28,274

27,648

626

1,580

230

1,350

6,120

5,670

450

－

0

6,120

5,670

5,552

118

450

450

6,351

5,423

912

16

0

5,980

5,530

5,288

242

450

0

450
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① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値

③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

１．予算

・運営費交付金は、運営費交付金の算定ルールに基づき算出した。

［人件費＝積算上の前年度人件費相当額－前年度退職手当所要額］

［業務経費＝｛前年度業務経費相当額（所要額計上経費を除く）±学生数等の当年度増減に伴う

額｝×消費者物価指数×効率化係数＋当年度の所要額計上経費］

［一般管理費＝前年度一般管理費相当額（所要額計上経費を除く）×消費者物価指数×効率化係

数＋当年度所要額計上経費］

２．収支計画

・業務費及び一般管理費には、人件費を含む。

・減価償却費は、国から無償譲与された固定資産及び運営費交付金を財源として取得した固定資産

の減価償却費。

・資産見返運営費交付金戻入は、運営費交付金を財源として取得した固定資産の減価償却費相当額

及び棚卸資産の費用化相当額。

・資産見返物品受贈額戻入は、国から無償譲与された固定資産の減価償却費相当額。

３．資金計画

・投資活動は、固定資産の取得による支出。

・財務活動は、ファイナンス・リース債務の返済による支出。

実績値については、中期計画の区分に準じて記載している。

【集計中】（決算終了後記載予定）
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① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況も含む。）

③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

① 年度計画における目標設定の考え方

（中期目標 ４．財務内容の改善に関する事項）

同上

（中期計画 ４．「短期借入金の限度額」）

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金限度額は、1,200 百万

円とする。

（年度計画における目標値 ４．「短期借入金の限度額」）

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金限度額は、1,200 百万

円とする。

資金計画による運営費交付金の 2 か月分程度を想定した。

短期借入金の実績なし。

（中期目標 ４．財務内容の改善に関する事項）

同上

（中期計画 ５．「重要な財産の処分等に関する計画」）

期間中に整備を計画している内航用練習船の建造状況を勘案し、次の処分を計画する。

（財産の内容）

練習船「大成丸（5,887 トン）」

（年度計画における目標値 ５．「重要な財産の処分等に関する計画」）

なし
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② 当該年度における取組み及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

③その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

（中期目標 ４．財務内容の改善に関する事項）

同上

（中期計画 ６．「剰余金の使途」）

期間中に生じた剰余金は、計画の達成状況を見つつ、航海訓練の質の向上及び練習船の安全運

航を確保するための措置に充てる。

（１）施設・設備、訓練機材等の整備、安全管理及び研究調査の推進

（２）燃料油の高騰等による練習船の運航経費の不足

（年度計画における目標値 ６．「剰余金の使途」）

期間中に生じた剰余金は、計画の達成状況を見つつ、航海訓練の質の向上及び練習船の安全運

航を確保するための措置に充てる。

（１）施設・設備、訓練機材等の整備、安全管理及び研究調査の推進

（２）燃料油の高騰等による練習船の運航経費の不足

なし

今期における剰余金は 1 百万円だったが、「独立行政法人会計基準」及び総務省行政管理局「独

立行政法人の経営努力認定」（H19.7.4）に示されている経営努力基準に該当しないため、独立行

政法人通則法第 44 条第 1 項の積立金として処理する。
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５．その他主務省令で定める業務運営に関する重要事項

（中期目標 ５－（１）「施設・設備の整備」）

航海訓練所の目的の確実な達成のために、必要となる施設に関する整備計画を策定し、効果的な

業務運営を図る。

特に、内航用練習船の導入に当たっては、建造費の抑制とともに、建造に係る業務運営の効率化

に努める。

（中期計画 ７－（１）「施設・設備に関する計画」）

組織の目的の確実な達成のため、必要となる施設・設備に関する整備計画を策定し、効果的な業

務運営を図る。

特に、内航用練習船の導入に当たっては、建造費の抑制とともに、建造に係る業務運営の効率化

に努める。

① 航海訓練の実施に必要な内航用練習船の建造を行う。

施設・設備の内容 予算額（百万円） 財 源

航海訓練所練習船

「大成丸」の代船
1,350

独立行政法人航海訓練所

船舶建造費補助金

② 海技士養成に必要な訓練の機材・設備の整備を図る。

施設・設備の内容 予算額（百万円） 財 源

教育施設整備費

オンボードシミュレー

タ施設整備

エンジンルームシミュ

レータ施設整備

150

80

独立行政法人航海訓練所

船舶建造費補助金

（年度計画における目標 ７－（１）「施設・設備に関する計画」）

組織の目的の確実な達成のため、必要となる施設・設備に関する整備計画を策定し、効果的な業

務運営を図る。

内航用練習船の建造に着手する。建造に当たっては、関連業務運営の効率化に努める。

① 航海訓練の実施に必要な内航用練習船の建造を行う。

施設・設備の内容 予算額（百万円） 財 源

航海訓練所練習船

「大成丸」の代船
450

独立行政法人航海訓練所

船舶建造費補助金
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① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

① 年度計画における目標設定の考え方

大成丸代船建造調査委員会の結果に基づく基本構想、仕様、概念設計等を踏まえた内航用練習船

の建造に着手することを目標とした。

組織の目的の確実な達成のため、必要となる施設・設備に関して、中・長期的な整備計画を策定

するとともに次のような取り組みを行い、効果的な業務運営を図った。

① 内航用練習船の建造

(ｱ) 基本設計の検証及び造船所の技術提案の検証を終え、建造に着手した。

(ｲ) 平成 25 年 1 月から、詳細設計と並行して船穀工事を開始した。

(ｳ) 本所内に設置されていた建造監督室を三井造船玉野事業所に移し、本格的な監督業務を開始

した。

資料 35：内航用練習船の竣工予定

② 銀河丸搭載予定のエンジンルームシミュレータについて、多人数訓練に適した規模となるよう

訓練機材の情報収集を行うとともに仕様の検討を開始した。

（中期目標 ５－（２）「保有資産の検証・見直し」）

保有資産については、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用の可能性、

経済合理性などの観点に沿って、保有の必要性について検証する。

（中期計画 ７－（２）「保有資産の検証・見直し」）

保有資産については、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用の可能性、

経済合理性などの観点に沿って、保有の必要性について検証する。

（年度計画における目標値 ７－（２）「保有資産の検証・見直し」）

保有資産については、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用の可能性、

経済合理性等の観点に沿って、保有の必要性について検証する。

資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用の可能性、経済合理性等の観点に

沿って検証することを目標とした。
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② 当該年度における取組み及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

練習船の実習生乗船率等の指標による施設活用の評価を用い、現在保有する施設等が事務・事業

を実施するうえで必要なものであることを検証した。

年度中に、これまで進めてきた海上技術安全研究所との共同研究の成果が認められ、新たに 1

件の特許権を取得した。保有する合わせて特許権 3 件に関しては、航海訓練及び船舶運航技術に欠

かせないものとして保有を継続することとした。

（中期目標 ５－（３）「人事に関する計画」）

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与のあり方に

ついて厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に計画的に取り組むとと

もに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。

また、総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法

律」に基づく平成 18 年度から 5 年間で 5％以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を 23 年

度も引き続き着実に実施するとともに、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直

すものとする。

（中期計画 ７－（３）「人事に関する計画」）

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与のあり方に

ついて厳しく検証した上で、給与改定に当たっては、引き続き国家公務員に準拠した給与規定の

改正を行い、その適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表する。

また、総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法

律」に基づく平成 18 年度から 5 年間で 5％以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を 23 年

度も引き続き着実に実施するとともに、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直

す。

（年度計画における目標値 ７－（３）「人事に関する計画」）

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与のあり方に

ついて厳しく検証した上で、その適正化に取り組むとともにその検証結果や取組状況を公表する。

また、総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法

律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から 5 年間で 5％以上を基本とする削減等の

人件費に係る取組を本年度も引き続き着実に実施するとともに、政府における総人件費削減の取

組を踏まえ、厳しく見直す。
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① 年度計画における目標値設定の考え方

② 実績値（当該項目に関する取組み状況も含む。）

③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由及び次年度以降の見通し

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

前中期目標期間における 5％以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を、継続して着実

に実施することを目標として設定した。また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員

の給与体系の見直しも引き続き進めることとした。

国家公務員の給与水準を考慮した上で、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法

律（平成24年法律第2号）に基づき、人事院勧告に係る俸給引き下げ（平均△0.23%）及び給

与減額支給措置として、俸給月額に役職員に適用される所定の割合（9.77%、7.77%及び4.77

%）を乗じて得た額を減ずる措置を役職員の給与に適用した。その内容については、ホーム

ページに公表を行った。

その結果、平成24年度の削減率は8.7%となり着実に目標を達成している。

なお、平成 24年度における当所の給与水準を示すラスパイレス指数は 104.2 となっており、

国の水準より高くなっているが、当所における事務職員の給与水準公表対象人数が 15 名と少

なく、一人の給与変動が全体の指数に大きな影響を与えることが原因と考えられる。引き続

き国に準じて適正な給与水準の維持が図られるよう取り組む。

（中期目標 ５－（４）「その他」）

中期目標の期間中に実施される船員養成の規模、体制についての更なる検討等、船員教育の見直

しに関する検討の結果を踏まえ、必要に応じ、所要の措置を講じることとする。

（中期計画 ７－（４）「その他」）

中期目標の期間中に実施される船員養成の規模、体制についての更なる検討等、船員教育

の見直しに関する検討の結果を踏まえ、必要に応じ、所要の措置を図る。

（年度計画における目標 ７－（４）「その他」）

中期目標の期間中に実施される船員養成の規模、体制についての更なる検討等、船員教育

の見直しに関する検討の結果を踏まえ、必要に応じ、所要の措置を図る。

また、独立行政法人制度の見直しに伴う必要な措置について、国及び海技教育機構と検討

を行い、適切に対応する。
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① 年度計画における目標設定の考え方

② 当該年度における取組み及び中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

第 2 期中期目標期間中からの繰越積立金を、第 3 期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の

減価償却に要する費用として充当するよう設定した。

① 社会情勢を勘案しつつ、業務推進・活性化委員会の場を活用して航海訓練の規模、体制等につ

いて、ワーキンググループを立ち上げ検討を開始した。

資料 3：航海訓練のあり方についての検討

② 「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成 24 年 1 月 20 日閣議決定）を受け、

海技教育機構との統合に向け、ワーキンググループを立ち上げ新法人における企画・経営機能の

強化、教育・訓練の一体的運用について検討を行ってきたが、平成 25 年 1 月 24 日の閣議決定

において、海技教育機構との統合が当面凍結されたことを受け、今後の対応については、国及び

海技教育機構と調整を行いながら、適切に対応していくこととした。
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第２章 自主改善努力評価のための報告

自主改善努力の実績

航海訓練サービス・質の向上を命題として、現場や職員の創意工夫による自主的で前向きな

取組である自主改善努力の項目を「１．訓練内容の改善」、「２．業界・国民のニーズへの対応」、

「３．業務内容の改善」に分類整理した。

１．訓練内容の改善

１－１ 訓練技法の工夫

① エンジンルーム・リソース・マネジメント（ERM）訓練の実施

活動状況 船舶運航の基礎訓練とともに、機関制御室におけるチームワークや情報を活用しヒューマ

ンエラーによる誤操作や事故防止を図るために、操機実習や出入港時における単独機器操

作、実習生による単独航海当直などを実施した。

効 果 知識だけでは確認できない潜在的な作業遂行能力や情報交換・解析能力、協調能力などが

訓練を通じて把握することができ、実習に効果的に反映させることができる。

今後の検討課題 2010 年 STCW 条約マニラ改正に伴い強制化された同訓練を、各練習船においてよ

り効果的に実施するための訓練プログラムの策定を引き続き検討する。

② 実習訓練へのフォローアップ

活動状況 当所の乗船実習を修了した者を対象としたアンケートを引き続き実施し、その結果をとり

まとめ、解析結果をマネジメントレビューに活用し、海技者に必要とされる能力を速やか

に把握して実習に反映させている。

また、実習生主体の模擬操練実習、深度化実習等の個別事項を対象とする訓練評価にも

取り組み、実施内容の改善を図った。

効 果 アンケートの解析結果から、練習船で実施している配管調査や船位決定実習等の基礎訓練

と、実習生に主体性を持たせた模擬操練や機器解放実習等が、実習生にとって非常に有効

なものであることが確認でき、実習生に責任感と協調性を持たせるだけでなく教官のモチ

ベーションの向上にも繋がっている。

今後の検討課題 アンケート内容の更なる充実を図り、実習場面も通じて実習生が何を求めているの

か的確に把握し、海技者として必要とされる能力を習得させるための訓練内容を検

討する。

③ 船内生活指導の工夫

活動状況 船員として遵守すべき規律、マナー、行動習慣の習得を図る指導を、船内生活及び実習の

場面を通じてきめ細かく行い、新人船員に要求されるシーマンシップの身に付いた育成を

図った。また、全実習期間を 2 期あるいは 3 期に分け、それぞれ指導目標を定めて指導し

た。期ごとの指導目標を決めるにあたっては、実習生及び教官が目標の達成度を評価し、

PDCA スパイラルアップ手法を導入して生活指導を実施した。

効 果 初期の段階では比較的労力を要するが、乗船初期の段階で確実に根気よく実施し目標を設

定することにより、長期にわたる練習船実習でのモチベーションの向上及び就職後の即戦

力として有効な手段であることが確認された。
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今後の検討課題 各船の実習生配乗に合わせた内容として標準化を図り、より新人船員の育成に寄与

出来る工夫を検討する。

２．業界・国民のニーズへの対応

２－１ 船員教育機関、海運業界との連携強化

① 内航船員養成への取組み

活動状況 内航海運業界からの要望及び内航用練習船の導入に向け、深夜・早朝における内海航海や

揚投錨実習、船橋及び機関室における単独または主体航海当直の実施、バラスト操作実習

など内航に特化した実習を実施した。

効 果 内航船員養成教育訓練プログラムに基づいた深度化実習を積極的に行うことにより、業界

から求められる基礎的な知識・技能の確実な習得を図ることができた。

今後の検討課題 導入を計画している内航用練習船と他の練習船の訓練を組み合わせた内航船員養

成教育訓練プログラムを用いた深度化実習を行うとともに、内航用練習船に特化し

た訓練や内航船に準じた運航形態を取り入れるなどの検討を進める。

２－２ 海事広報活動の推進

① 次世代の人材確保育成を重視した活動

活動状況 練習船見学会または小学校や公共施設等における訪問型海洋教室（シップスクール）等の

活動を通じて、次世代を担う人材の確保を目指した取り組みを積極的に行った。また、参

加者が船の運航、船員の仕事に一層親しみを覚えてもらえるよう、練習船の設備を活用し

た様々な体験型イベントを企画した。

効 果 実施内容を参加者の希望に合わせて柔軟に対応し、また、小中学校への積極的な働きかけ

により、船や船員の仕事に関する理解が深まったことが、アンケート調査等で確認できた。

今後の検討課題 同活動が海事分野の人材の確保に貢献することを目的として、一層効果的な活動内

容を検討するとともに、引き続き小・中学校の学校教育と連携した活動にも取り組

むこととする。

② 海事広報活動の強化

活動状況 関係行政機関、関係団体等の協力を得て作成した広報用パンフレットによる海事広報活動

の他、Facebook や Twitter などの SNS（Social Networking System）を新たに活用した

広報活動をタイムリーに発信し、練習船の訓練内容、訓練風景等についてアピールした。

効 果 SNS の活用によるタイムリーな情報発信により、各種イベントや練習船の動向等につい

て興味を示す者が増え、より身近な組織として広報活動に取り組むことができた。

今後の検討課題 海事分野における人材の確保・育成のため、関係機関と連携した海事広報活動を引

き続き推進するとともに、ホームページの充実と SNS を活用した当所業務の内容

について理解を得られるように努力する。

３．業務内容の改善

３－１ 効果的・効率的な業務の実施

① 燃料価格の高騰への対応

活動状況 引き続く燃料価格の上昇を受け、必要な実習訓練規模を確保しつつ練習船航海計画の変更、
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設備の修繕・更新の予定変更、練習船の減速運転等による対応を実施した。

効 果 練習船の運航経費が増加することを抑制し、平成 24 年度予算の範囲において、適切な航

海訓練業務を実施した。

今後の検討課題 当分の間継続することが予想される燃料価格の高騰に対応するため、訓練、練習船

の減速運転を含む「航海訓練のあり方」について定期的にワーキンググループにて

議論・見直しを図るとともに、関係機関との協議等を踏まえ、航海訓練の実施に係

る財源の確保に引き続き努力する。

② 業務運営の情報化・電子化への対応

活動状況 情報セキュリティーを踏まえ、従来のネットワークシステムからクラウドに移行し、災害

等における業務遂行に支障のない基盤を構築するとともに、陸－船間のネットワークシス

テムを当所職員により構築し、運用を開始した。

効 果 迅速な情報共有が可能になったとともに、システム経費の縮減及び紙媒体の削減等業務の

効率化・経費抑制を図ることができた。

今後の検討課題 システムの一層の強化とファイルの共有等、セキュリティーレベルを維持しつつ、

更なる効率化・経費抑制を図れるよう引き続き努力する。

３－２ 安全風土の醸成に向けた取組み

① ヒヤリハット強化月間の実施

活動状況 安全風土醸成のため、「ヒヤリハット強化月間」を設け積極的に提出を促すとともに、各

船で発生したインシデント情報を遅滞なく迅速に発信することで、事故情報の共有化を図

るとともに同様事故の未然防止を図った。また、これらの情報と解析結果を含めた安全教

育資料の充実を図り、各船における安全教育及び安全管理の推進に役立てた。

効 果 情報の迅速な収集及び発信により、各船の安全教育の場において周知し、同様事故の発生

を未然に防ぐ措置を講じることができた。

今後の検討課題 安全教育資料の効果的な活用方法を含め、インシデント情報やヒヤリハット報告な

どの蓄積データの更なる解析を進め、効果的かつ確実な安全風土の醸成を図る。

② 生活習慣病予防の推進

活動状況 策定した健康保持増進計画に基づき、生活習慣病（高血圧）に着目し、減塩研修を実施す

るとともに船内にポスターを掲示し、意識付けを行った。

効 果 生活習慣病（高血圧）による仕事への支障を理解させることにより、各自が積極的に減塩

に取り組み、また、限られたスペースを活用して運動を行い、健康維持に努めることが出

来た。

今後の検討課題 航海訓練所健康保持増進計画に引き続き盛り込むとともに、インフルエンザ等の感

染症予防も含め組織的に啓蒙活動を推進する。

３－３ 職員研修の取組み

① 人材活用の推進

活動状況 海（一）職員の採用について、商船系大学出身者のみならず、知識・技能を有した水産系

出身者を雇用し、採用ルートの拡大を図るとともに、民間船社からの派遣教官の知見を活
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用し、航海訓練の充実を図った。また、三級海技士免状を有する者の内部登用制度を開始

するとともに、外航海運で業務経験のある定年退職職員を継続雇用し、船隊における実習

の大きな担い手として活躍、後進の育成に大きく寄与している。

効 果 採用ルートの拡大により必要な要員を安定的に確保できる見通しを立てることができた。

また、内部登用制度の開始により、海技免状受有乗組員のキャリアアップが図れる環境を

整えることができた。

今後の検討課題 採用ルートの維持・拡大を一層図るため、海技教育機構のほか各地の水産高校や調

理師学校、水産大学校への働きかけ及びその方法、就職説明会の開催等を引き続き

検討する。また、人事交流を含めた内航海運業界からの人材確保を引き続き検討す

るとともに、内部登用制度の活性化を検討する。

② 職員研修への新たな取り組み

活動状況 昇任研修における外部講師による研修を引き続き取り入れ、内容の充実を図るとともに、

教える側の意識改革を図った。

効 果 研修により身に付けた知識及び技能を、練習船運航や航海訓練の業務及び後進の指導に活

用させることができた。

今後の検討課題 研修終了者からの研修報告、実績、感想等から研修効果の確認を行うとともに、研

修プログラムのより一層の充実を検討し、職務別・職域別に必要な研修計画を策定

する。

３－４ 内部統制の充実・強化

① 業務推進・活性化委員会の強化

活動状況 内部評価委員会の下部委員会として新設した同委員会を 5 回開催し、より効率的・効果的

な業務運営の実施について議論を行うとともに、モニタリング結果を活用し業務改善の見

直しを図った。また、この議論の結果を業務運営の指針としてまとめ、内部評価委員会の

外部委員及び国交省独法評価委員会教育機関分科会の評価委員から広く意見を求め、年度

計画の策定や業務執行等に反映させた。

効 果 業務における不具合事項やリスクを抽出して議論し、部署に関係なく提案を行い業務の改

善を図ることができた。

今後の検討課題 組織の業務遂行を阻害する課題やリスクに対し、その認識と明確な対処方針を策定

し、迅速な対応をすることが不可欠である。
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航海訓練のあり方についての検討

１．目的

内部評価委員会や、平成 23 年度に立ち上げたその下部組織である「業務推進・活性化委員会」を一

層活用し、業務の検証及び改善を実施した。特に航海訓練業務の効率化にあたっては、燃料費高騰な

ど社会情況の変動に対応するため、所内に「航海訓練のあり方」を検討するワーキンググループを立ち上

げ、航海訓練規模等について以下のとおり検討を行った。

２．平成 24 年度実績

下表のとおり検討すべき項目を定め、それぞれに WG (ワーキンググループ) を設置して検証を行った。

項 目 W G 検証内容

航海訓練の目標設定

入口、出口の目標設定

・選抜制度導入の必要性

・選抜制度に向けた調査

・評価制度見直しの必要性

・転船時のフィルター（選抜）の必要性

・教育機関との協議スケジュール

航海訓練の規模

・必要な航海当直時間の検討

・遠洋航海規模の検討

・新大成丸就航後の想定

航海訓練の環境整備

に係る問題整理

ヒューマンリソースの

維持確保

・教官・乗組員における「海技の伝承」

・練習船勤務の魅力化

・新人教育プログラム拡充及び職員向け指導方法・人事考課確率

休暇制度を含めた

要員計画

・休暇制度と実習訓練のあり方

・実習生不在時と在船時の要員体制

・要因計画と実習指導

教材・機器の

有機的な活用方法

・教材、講義資料の有効活用等、指導方法におけるツールの確率

・教材、講義資料等の一括管理、教材ツール導入

・停泊中でも実施できる代替え実習（航海当直実習）の可能性

* WG の配員は、各課を横断して構成(4～6 名) した。
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QSS マネジメントレビュー

平成 24 年度に取り組むべき事項

として各練習船へ指示

「アンケート調査結果」にみる社船実習経験者の意見

改善・工夫を求める意見

航海科 機関科

【VHF 取扱い実習】

 もっと英語による通信を取り入れるべき

 実際に他局と交信すべき

 個人の実習回数が少ない

 実用性のある実習を望む

【機器解放実習】

 用意された図面ではなく自分で準備すべき

 事前に図面を渡し予習させることを望む

 解放し易く実際の場面と乖離している

 作業の段取りが解らないまま

各練習船での取り組み

 VHF 取扱いを、BRM 訓練に組み込み実施した。

 国際 VHF 訓練装置を用いて船舶間通信の実習

を繰り返し実施した。（英語訓練を含む）

 海事英語演習として VHF 通信で必要となるテ

クニカルキーワードを理解させた。

 実際の港務通信、他船との通信を実習生主体で

実施させた。

 遠洋航海で外地パイロットとの VHF 通信を実

習生に行わせた。

 航海当直時の実際の各種 VHF 交信時に入直者

全員に交信を見学させて交信要領を理解させ

た。

 ピストン抜き実習を、事前準備から、実際の開

放復旧まで実習生主体で実施した。

 実習生主体で機器解放を行わせた。

 作業前日に実習生と担当教官がツールボックス

ミーティングを実施した。

 少人数（2～4 名程度）で、機器の一般整備作業

を実施した。

 図面・予備品・計測器具の準備等の事前準備か

ら、実際の解放、復旧、試運転、通常運転への

移行までで実習生主体で実施させた。（青）

成果（実習生の感想文から）

① 自立性及び積極性が大きく向上したとの自己評価。

② コミュニケーションを取る機会が増え、コミュニケーション能力が養われた。

英語を用いた実戦的訓練を行う

実際の通信時は原則として実習生が行う

実習生が自ら図面を調べ必要な工具等

を準備する機会を増やす
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大規模災害における船陸間の通信手段の検証

＊大規模災害発生時における実習生、乗組員の安否確認をについて、個人用携帯メールを利用して「緊急

連絡カード」に従い実施した。

１．確認方法の概要

（１）緊急連絡カード（大規模災害時緊急連絡）

以下の内容が記載されている。

①メール・電話による安否情報の送信方法（内容：氏名、所属、安否、所在等）

②災害ブロードバンド伝言板、航訓ＨＰ、航訓Twitter等の情報の入手方法

（２）緊急時のメール発信

①練習船から、実習生・乗組員（以下、実習生等）へ安否情報確認のメールを送信

②実習生等が船からのメールを受信後、返信

③練習船において、実習生等からのメールを受信し安否を確認

２．訓練結果

（１）確認者数

各練習船の実習生、乗組員からの安否情報を一斉送信させた結果は次のとおり。

総員(名) メールでの確認者数(名) 電話での確認者数(名) 未確認者数(名)

938 742 194 2

（２）メールでの確認ができなかった状況例

 本船側から安否情報確認のメールを送信すると受信拒否となる

 本所でメール受信したものの中に迷惑メールに振り分けられていたものがある

 携帯電話に迷惑メール防止等の設定がされていたため、本所サーバーへの送信不能

 エリア圏外のため、通信不能

 携帯電話を所持しているもののメール機能がない など

（３）今後の検討事項

 携帯電話のメール機能に当所発信メールの受信許諾を設定するように指導する。

 日頃から、災害発生時の連絡方法や自身の携帯電話の確認をするよう啓蒙する。

 乗船後早い時期に連絡訓練を実施し、連絡方法の確認を行う。

以上
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韓国・麗水国際博覧会への参加

経済産業省ニュースリリース

日本館出展の意義（プレス資料抜粋）

麗水港入港歓迎式

全南大学校学生と海王丸実習生

JAPAN DAY RECEPTION 海王丸紹介 JAPAN DAY GRAND FINALE

出航式のフォトセッション

2009年1月、大韓民国政府から我が国政府へ万博参加招請があったことを受け、幹事省を経済産業省、副幹事省を
文部科学省、農林水産省、国土交通省及び環境省として、公式に参加することが閣議了解された。
これに基づき、2010年11月、国土交通省海事局において、経済産業省大臣官房審議官、国土交通省大臣官房審

議官、海事局船員教育室及び航海訓練所による会合が持たれ、練習船の参加を決定した。
2011年12月、航海訓練所は練習船海王丸を派遣することとした。
日本政府は「日本館」を出展することとし、「森・里・海、つながり紡ぐ 私たちの未来」をテーマとして、①津波被害から

復興する日本の姿 ②海の恵みと脅威との共生のあり方 ③世界中から寄せられた支援への感謝を伝えることとした。

背景

目的

船舶職員養成の一部である「日本の練習船教育」を広く世界に紹介することを目的として、帆船「海王丸」を「麗水国

際博覧会 (2012年5月12日～8月12日開催） 日本館出展の一部」として麗水に派遣した。

成果

1．日本の練習船教育PR
海王丸の寄港期間中、一般公開、セイルドリルを実施するとともに実習生・乗組員と当地の人々との国際交流を通じ

て、「日本の練習船教育」を広く世界に紹介した。
2. 東日本大震災復興支援
被災地（津波被害を受けた）釜石市の小学生が描いた絵画16点を万博で展示するため、海王丸は絵画を現地に搬

送し、日本に持ち帰った。関係者から感謝の辞をいただいた*。

*釜石市長 「震災復興の中、釜石市小学生の絵画が万博で飾られたことは大変な励みになった」
釜石ユネスコ協会会長 「出航式で子ども達が船長に絵を託している晴れ晴れしい場面を思い出し、改めて感動した」
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自己収入確保に係る平成 24 年度の成果と課題

１．目的

「独立行政法人の事務・事業見直しの基本方針（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）」を踏まえ、受

益者負担の拡大及び自己収入の確保を図った。

２．平成 24 年度成果

自己収入負担の対象を、教育機関、業界、一般及び個人に定め、項目及びその費用を検証するととも

に、所管省への申請、関係団体との調整及び内規改正などの手続きを経て、収入の確保（増額）を図っ

た。

対象 項目 検証内容

個人

GMDSS 訓練費

社船実習に進む実習生を対象にコースを新設し、計 18 時

間の新規訓練講習を行う。総務省へ申請。

【平成 25 年 10 月訓練開始】

教科参考資料費
航海編、運用編、帆船操典、機関基礎の書籍化を決定。

【平成 25 年４月販売開始】

教育機関 訓練委託費
8 千円/人･月へ増額。

【平成 24 年４月増額開始】

業界 第三者実習委託費

日本船舶・船員確保計画に係る第 3 者実習委託費につい

て、平成 30 年に 38.1 万円/人･月とする協議を行った。

【平成 26 年４月より段階的に値上げ】

一般

運航実務研修費
内規を改正し、8,700 円/人･日へ増額。

【平成 25 年４月増額開始】

便宜供与宿泊料
内規を改正し、船内宿泊料を 3,000 円/泊に定めた。

【平成 25 年４月徴収開始】

施設使用料
内規を改正し、教室使用料を 25,000 円/時間に定めた。

【平成 25 年４月徴収開始】
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